
筑波大学「日本財団 中央アジア・日本人材育成プロジェクト
（NipCA）」
〒305-8571 茨城県つくば市天王台 1-1-1 筑波大学
Tel. 029-853-4251
E-mail: info@genis.jinsha.tsukuba.ac.jp
Web: https://centralasia.jinsha.tsukuba.ac.jp/

ISBN  978-4-910114-38-5©The Nippon-Foundation Central Asia-Japan Human Resource Development Project (NipCA), University of Tsukuba
©Japan Association for Language Policy

日本言語政策学会
第23回研究大会
(2021年6月、オンライン、協力：神田外語大学)

パネル発表：SDGsと言語政策
―地方自治体の多文化共生政策としての多言語対応を考える―



日本言語政策学会第23回研究大会
（2021年 6月、オンライン、協力：神田外語大学）

パネル発表：SDGsと言語政策 
―地方自治体の多文化共生政策としての多言語対応を考える―

2025 年 3月 21日初版発行

監　　　修 臼山 利信
編　　　集 梶山 祐治（主担当）、徳田由佳子
発　行　者 臼山 利信
発　行　所  筑波大学「日本財団 中央アジア・日本人材育成プロジェクト

（NipCA）」 
茨城県つくば市天王台 1-1-1

 Tel: 029-853-4251
 E-mail: info@genis.jinsha.tsukuba.ac.jp
 Web: https://centralasia.jinsha.tsukuba.ac.jp/
印刷・製本 メディア情報株式会社

本研究は、①JALP多言語対応研究会、②筑波大学「日本財団 中央アジア・日本人材育成プロジェクト」、③JSPS 基盤
研究（C）課題番号（20K00770）・（19K34567）の助成による研究成果の一部である。



SDGs と地方自治体の多言語対応
臼 山　利 信

筑波大学人文社会系長・NipCA 実務責任者
文部科学省受託事業「日本留学促進のための海外ネットワーク機能強化事業

（CIS［中央アジア・コーカサス］地域）」責任者

本報告書は、2021 年 6 月 12 日（土）に日本言語政策学会第 23 回研究大会（協力：神田外語大学、オンライ

ン）のパネルセッション企画として、JALP 多言語対応研究会代表の臼山が中心者として企画・組織し、実施し

た発表内容を文字起こしして刊行物にしたものである。2021 年 6 月は、新型コロナウイルス COVID-19 の世界

的流行の只中で、日本社会も人々の物理的移動と接触が厳しく制限されていた時期である。それでも国内学術・

教育の歩みは決して止まることはなく、オンライン形態という、それまで馴染みのない方法を駆使したダイナ

ミックな活動が展開された。それから 4 年近くの月日が流れた現在、大学では状況とニーズに合わせてオフラ

イン（対面）とオンライン（同時双方向）を組み合わせた活動が完全に常態化し、隔世の感がある。

当該のパネルセッション１のテーマは、「SDGs と言語政策―地方自治体の多文化共生政策としての多言語対

応を考える―」である。発表者（所属と役職は発表当時のもの）の順番と題目は、以下のとおりである。

司会者・討論者：

　臼山利信（筑波大学人文社会系教授、JALP 多言語対応研究会代表）

発表者・討論者：

　　【趣旨説明】

　⒈ 臼山利信（筑波大学人文社会系教授）

　　【総論】

　⒉ �臼山利信（筑波大学）「SDGs の達成に貢献する言語政策—地方自治体の「共生計画」としての多言語 

対応—」

　　【各論】

　⒊ 森　祐介（つくば市 政策イノベーション部長）「SDGs 未来都市つくばにおける行政サービスの多言語対応」

　⒋ �澤田浩子（筑波大学人文社会系准教授）「多文化共生時代の教育における共創と循環—茨城県グローバル・

サポート事業の事例から—」

　⒌ �山川和彦（麗澤大学大学院言語教育研究科教授、日本言語政策学会会長）「SDGs 未来都市と自治基本条例

に見る言語現象—ニセコ町と石垣市を事例として—」

このパネルセッションの目的は、国連が推進する SDGs の理念・目標を、日本市民及び外国市民のグローバ

ルシチズンシップ・アイデンティティーを育成するための有効な触媒と考え、地方自治体の多文化共生施策を

SDGs という文脈で捉え直すことで浮き彫りになる、新しい言語政策の役割と意義を検討することにある。

臼山は、特に国家や地域という枠組みを超えた「グローバルシチズンシップ」という観点から自身の提唱する

「共生計画（共生言語政策）」としての多言語対応を SDGs の取り組みと位置付けることで、多言語対応に携わ

る日本人市民と外国人市民の両者が、地域社会の一員という帰属意識と地球社会の一員という帰属意識の双方を

育む契機となることを指摘した。

森祐介氏は、SDGs 未来都市（第一期）に選定されているつくば市が 2018 年 2 月に SDGs の「誰一人取り残
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さない」との理念に基づく SDGs の達成目標を市行政の根幹（最上位）にすでに制度として位置付けているこ

と、また「つくばスーパーサイエンスシティ構想」の実現に向けて具体的に取り組みを進めていること１、さら

に同市の外国人市民の現状を踏まえて、「つくば市グローバル化基本指針」に基づく多種多様な多言語対応施策

（相談窓口、消防窓口、医療通訳、広報誌、ホームページ、SNS、多言語ポータルアプリ等）の取り組みについて

詳細に紹介され、課題と展望等についても言及された。

澤田浩子氏は、SDGs の目標 4 の「質の高い教育をみんなに」という活動理念を踏まえ、茨城県で暮らす日本

語指導が必要な小中学校の外国人児童・生徒に対する教育活動の取り組み、特にオンラインを活用した取り組み

の現状と課題を紹介し、さらにそれらの課題解決・改善のために、大学と市と県の三者が緊密に連携・協力して

体制を組んだ地域ネットワークを構築する重要性を強調された。

山川和彦氏は、SDGs 未来都市で、日本有数の観光都市である北海道ニセコ町と沖縄県石垣市を事例として、

行政の方針としての自治基本条例等を比較対照し、かつフィールドワーカーの視点を活かしながら、当地の、独

自で多様な言語使用状況や外国人市民に対する行政上の対応の相違点等をわかりやすく整理・考察された。

本パネルセッションの各発表と討議の内容をあらためて確認してみた。情報としては部分的に多少古くなって

しまった感は正直否めない。しかし、同時に各発表者が当時種々の文献や実地調査による情報や文献資料等を集

め、論点等を明確に整理し、真剣に考究した内容の質は、まったく古びていない。むしろ普遍的な価値を持つ部

分が際立っているように思われる。

本パネルセッション実施後、世界情勢（ウクライナ戦争、イスラエル・ガザ戦争、トランプ大統領による米国

第一主義政策への転換、中国の超大国化と覇権的傾向等）や国内情勢（安倍首相の暗殺を契機とする国内政治の

劇的な変化、超少子化の加速等）が大きく変わってしまった現在の社会状況は、とりわけ国際政治の舞台から

SDGs の話題を大きく後景化させているかに見える。しかし、SDGs の理解は、少なくとも日本では、新学習指

導要領に SDGs の理念が組み込まれ、授業活動に入っている学校教育を基盤にして、若者層を中心に着実に深

まり広がっている。企業においても、ESG の取り組みが数年前と比べて深化している。その意味で、SDGs の動

きを後退させるような、いかなる国際情勢や国内情勢の変化があろうとも、「誰一人取り残さない」という究極

のヒューマニズム、包摂主義を掲げる SDGs の理念を心あるあらゆる組織・団体と個人が堅持しなければなら

ない。地方自治体にあっては、その行政の枠組みの中で、SDGs に係るすべての施策とともに、その理念を帯び

ている多言語対応の施策の質をできる範囲で高めていくことが求められる。

本書は、筑波大学「日本財団 中央アジア・日本人材育成プロジェクト（NipCA）」の助成を受けて刊行された

ものである。本プロジェクトに日頃より温かいご支援とご助言を頂戴していている、日本財団の笹川陽平会長、

森祐次常務理事、有川孝国際事業部長、勝俣創介国際事業部チームリーダー、同事業部の松尾雅子氏に対して、

衷心より感謝申し上げる。

最後に、諸事情から本パネルセッションの発表内容の刊行に４年近い月日がかかってしまったことについて、

登壇された先生方に深くお詫び申し上げたい。
１ 同構想は、2022 年 4 月に「スーパーシティ型国家戦略特別区域」として正式に指定され、構想の具現化に向けた取り組みが
すでに行われている。
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臼山利信（筑波大学 人文社会系 教授）　それでは、時
間になりましたので、「パネルセッション 1：SDGs と
言語政策―地方自治体の多文化共生政策としての多言語
対応を考える―」を始めたいと思います。
　本日の報告者、討論者をご紹介します。まず、茨城県
つくば市政策イノベーション部長の森祐介先生です。次
に筑波大学人文社会系准教授の澤田浩子先生、日本言語
政策学会現会長の山川和彦先生、そして、本日司会・討
論者を務めます、筑波大学人文社会系教授の臼山利信で
す。どうかよろしくお願いいたします。これから趣旨説
明を行った後、臼山、森先生、澤田先生、そして山川先
生の順番で報告いたします。
　表 1 をご覧ください。こちらは 1960 年から 2017 年
までの約 60 年間の外国人登録者（在留外国人）数の推
移を表しております。
　次の表 2 をご覧ください。こちらは、さらに総人口
比率を加えた表を挙げています。1960 年と 2020 年の人
数を比べますと 4.4 倍の増加、それから、対人口比率も
3.3 倍の増加になっております。割合としては多くはな
いのですが、全体として顕著な増加傾向にあります。
　続いて、表 3 をご覧ください。こちらは、2017 年の
在留外国人数を基準として、年 3％、5％、7％増で人口
が増えていった場合にどうなるのかという将来の予測で
す。3％増ですと 2060 年に 900 万人を超えまして、約
1 割の方が外国人住民となり、5％増でいきますと 2045
年、7％増でいきますと 2040 年にそれぞれ 1000 万人を

超えて、1 割の方、10 人に 1 人が外国人住民になるとい
う予測です。
　つまり、このように日本社会の構成員が変化していく
可能性が非常に高いということです。異なる文化的・言
語的ルーツを持つ外国人住民がこれからどんどん定住化
していく。それとともに、日本国籍を取得する人、永住
権を取得する人が増えていく。そうなっていきますと、
日本社会の構成員としての社会統合が大きな課題になっ
てくるということです。
　図 1 をご覧ください。これは、多文化共生社会の紐
帯としての「市民意識」の涵養が、日本人にとっても在
留外国人にとっても、その社会的アイデンティティーの
形成・維持にとって有効であるということを主張する図
式です。日本という法治国家の中で、定住型の外国人が
日本人と対立して、超法規的な別の国家をつくることが
あってはなりません。多文化共生といっても、調和ある
社会統合を前提としたものでなければならないと考えて

趣旨説明

20２1年6月12日（土）
日本言語政策学会 第23回研究大会
オンライン開催
協力：神田外語大学

臼山 利信（筑波大学）

パネルセッション１：
SDGsと言語政策

－地方自治体の多文化共生施策としての多言語対応を考える－

������������������


 ��
	�����
��

１ はじめに
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4　日本言語政策学会第23回研究大会

います。あくまでも法治国家という社会形態の中で、多
文化共生の理念に基づいて、マジョリティーの市民（日
本人）とマイノリティーの市民（在留外国人）が、同じ
市民として共に生きていくという姿勢が重要だと思いま
す。
　そして、「日本国民」という単純な国民意識への収斂では
不十分である、一方的な社会統合は目指すべきではないと
考えています。外国人住民自身のアイデンティティーに配慮
した社会統合を目指すべきであると思っています。要するに、
日本社会に対するアイデンティティー形成、地域社会に対す
るアイデンティティー形成、そして、外国人の方が持つそれ
ぞれのルーツに対するアイデンティティー形成の三つを保障
するような方向の統合というものが目指されるべきではない
かと考えております。
　しかしながら、予想される社会統合の厳しい現実とい
うものがあります。人間の世界は、価値観が無数に存在
する世界です。多文化が共存する世界でもあります。共

存するどころか、衝突する世界でもあります。異なる文
化同士が触れ合う世界ということになります。
　文化が触れ合うことでさまざまな反応というものが生
じてくるわけですが、文化間接触による結果の可能性と
しては、文化理解、文化的無関心、文化衝突といった三
つの反応が大きく考えられるわけです。社会の中では、
この文化理解、無関心、衝突が併存していくであろうと
思います。この中で、社会統合の調和、社会統合をどう
していくのかという点に、日本社会の真価が問われるわ
けです。
　文化理解と文化衝突の関係は、いわば裏表です。信頼
のシステムが働けば文化理解の方向へ行き、共生・共存、
平和ということで、安定した社会になっていくわけです
が、逆に不信のシステムが働くと、文化衝突、排除、紛
争、究極的には戦争といったところまで発展しかねない。
そういうものを孕んでいるわけです。社会としては、こ
の不信のシステムが働かないように、信頼のシステムが
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働くよう促す、文化理解の方向を目指すということにな
るわけです。
　この文化理解と文化衝突の関係の中で、社会統合とい
うものをいかに最適化していくかというものが非常に重
要なわけです。その中で、この最適化を図るための一つ
の装置として注目したいのが、「グローバルシチズン
シップという視点」と、「国連が推進する SDGs の理念
と目標」の二つです。本パネルでは、国連が推進する
SDGs の理念と目標を、日本市民および外国人市民のグ
ローバルシチズンシップ・アイデンティティーを育成す
る有効な触媒であると考えて、地方自治体の多文化共生
施策としての多言語対応を SDGs という文脈で捉え直
すことで見えてくる、新しい言語政策の役割と意義とい
うものを探りたいと考えております。
　以上がパネルの趣旨説明です。こちらが趣旨説明の参
考文献です。
　それでは、報告のほうに移ります。まず臼山からは、

「SDGs の達成に貢献する言語政策―地方自治体の『共
生計画』としての多言語対応―」という題目で発表いた
します。
　本発表では、2015 年 9 月の国連サミットで採択され
た「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」で、
SDGs の理念と目標、そしてその達成のための取り組み
を、日本人市民および外国人市民のグローバルシチズン
シップ・アイデンティティーの涵養に資する触媒とみな
し、地方自治体の言語政策である「共生計画」としての
多言語対応の新しい役割と意義について検討したいと思
います。
　現在、世界では、例えば気候変動、自然災害、食料、
そして現在の COVID-19 である感染症の拡大、経済問
題、紛争、ジェンダー・格差、エネルギー問題等々、一
国では解決できない地球規模の課題が山積し、深刻の度
合いを増しています。
　繰り返しになりますが、2015 年 9 月に、国際連合に
加盟する 193 カ国が、地球規模課題を解決するために、
国 連 サ ミ ッ ト に お い て、Sustainable Development 
Goals と称する、2016 年から 2030 年までの 15 年間に
達成を目指す 17 の目標を採択いたしました。
　皆さんもご存じのとおりです。具体的には、「1　貧
困をなくそう」「2　飢餓をゼロに」「3　すべての人に
健康と福祉を」「4　質の高い教育をみんなに」「5　
ジェンダー平等を実現しよう」「6　安全な水とトイレ
を世界中に」「7　エネルギーをみんなに、そしてク
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日本言語政策学会 第23回研究大会
オンライン開催
協力：神田外語大学

臼山 利信（筑波大学）

SDGsの達成に貢献する言語政策
－地方自治体の「共生計画」としての多言語対応－
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リーンに」「8　働きがいも経済成長も」「9　産業と技
術革新の基盤をつくろう」「10　人や国の不平等をなく
そう」「11　住み続けられるまちづくりを」「12　つく
る責任、使う責任」「13　気候変動に具体的な対策を」

「14　海の豊かさを守ろう」「15　陸の豊かさを守ろう」
「16　平和と公正をすべての人に」「17　パートナー
シップで目標を達成しよう」という 17 の目標です。あ
えて読ませていただきました。この一つ一つの目標はさ
らに細分化され、全体として 169 のターゲットが設け
られております。
　この SDGs には、三つの非常に優れた特徴があると
私は考えております。まず一つ目は、SDGs の前身とも
言うべき国連のミレニアム開発目標が開発途上国のみを
対象としていたのに対しまして、SDGs は開発途上国の
みならず、先進国を含む全世界の国々を対象としている
という点です。この 17 の目標、169 のターゲットを掲
げた SDGs は、人類史上、歴史的に類例を見ない、ま

さに全人類的な合意に基づく採択といえます。これは恐
らく、首脳たちが地球環境の限界を認識して、全人類的
な団結と協力による地球規模課題の解決なくして、もは
や地球自体の持続性を望めないということを実感し、理
解している証左だとも思われます。
　二つ目の優れた特徴は、SDGs に取り組むべき主体が
国家に限定されていないという点です。SDGs 達成に責
任を持つことを、国のほか、地方自治体、企業、教育機
関、法人・団体など、そして個人に至るまで求められて
いるということです。
　そして、三つ目の優れている点は、「誰一人取り残さ
ない」という究極のヒューマニズムを基本理念としてい
る点です。不平等と格差が地球規模で広がっている現代
社会において、これほど一人一人の胸に深く響く理念は
ないのではないでしょうか。
　次に、言語政策の一領域としての「共生計画」につい
て言及したいと思います。
　従来の古典的な言語政策の三つの領域、すなわち、社
会における言語の法的地位を定める地位計画、社会にお
ける共通語としての標準語を整備する実体計画、社会に
おいて特定の言語の習得を組織的に推進する習得計画で
すが、これらは多くの場合、言語的マジョリティーを対
象とする理論的な枠組みでした。
　そのため、図 1 のように、言語的マイノリティーを
対象とする言語政策課題というのはマジョリティーの言
語政策課題の影に埋没してしまうという構造、後景化す

2 地球規模課題の深刻化

②気候変動
③⾃然災害

①感染症（COVID-19の拡⼤、2020年以降）

④⾷料問題
⑤経済問題
⑥戦争・紛争
⑦ジェンダー・格差
⑧エネルギー問題 など

3-1 SDGsについて
経 緯︓
2015年9⽉に国際連合に加盟する193カ国が、地球
規模課題を解決するために、国連サミット（国連本

部、ニューヨーク）で、 Sustainable Development

Goals （略称SDGs）と称する、2016年から2030年ま
での15年間に達成を⽬指す17の⽬標を採択した。

出所︓国際連合広報センター

3-2 SDGsの3つの優れた特徴

①先進国を含む全世界の国々が対象

②主体者は国、⾃治体、企業、教育機関、
法⼈・団体、そして個⼈

③「誰⼀⼈取り残さない」という究極の
ヒューマニズム

4-1 「共⽣計画」とは何か

「共⽣計画」とは、⾔語的マジョリ
ティーではなく、⾔語的マイノリティー
優先の視点に⽴った⾔語政策の領域を⽰
す概念である。（⾅⼭ 2019a,2019b）
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るという構造を常に抱えていました。
　そこで、既存の発想を転換して、地位計画、実体計画、
習得計画といった従来の枠組みにおいて後景化していた
政策課題、マイノリティー言語の法的地位、マイノリ
ティー言語の標準語化、マイノリティーのための言語教
育、マイノリティーのための多言語対応を、図 2 のよ
うに「共生計画」という枠組みによって統合して、マイ
ノリティーのための言語政策課題の全てを一つの枠組み
として前景化することを提案したというわけです。
　従って、この「共生計画」の枠組みには、言語的マイ
ノリティーのための地位計画、言語的マイノリティーの
ための実体計画、言語的マイノリティーのための習得計
画が入っておりますが、さらに、この三つの領域に入ら
ない言語的マイノリティーのための言語に関する施策と
いうものが対象になります。例えば、日本社会という文
脈では、地位計画の政策課題では危機言語の保全に係る
法的規定、そして、マイノリティーの言語権の法的規定

もそうです。そして、実体計画の政策課題では、共通語
ではないマイノリティー言語の標準語化などが対象にな
ります。また、習得計画の政策課題には、外国人児童お
よび生徒に対する日本語教育の改善・強化、それから母
語教育の実施、手話教育の改善・強化、点字教育の改
善・強化といったものが入ります。そして、生涯学習に
おける定住外国人に対する日本語教育の改善なども、こ
の「共生計画」に入ります。三つの領域に入らないもの
があり、それが多言語対応言語政策です。これも「共生
計画」の中に入るということになります。
　次に、「多文化共生とは何か」という定義です。これ
は、「当該国家・社会において異なる文化的背景を持つ
者が異文化を理解する意義を認容し、人間や文化の多様
性を極限まで尊重する精神をもって生活していくことで
ある」と考えております。
　続いて、多言語対応とは何かということですが、多言
語対応とは「日本社会の中で外国人に理解できる言語

�①地位計画（政策）Status Planning/Policy

�②実体計画（政策）Corpus Planning/Policy

�③習得計画（政策）Acquisition Planning/Policy

�④共⽣計画（政策） Diversity Planning/Policy
⾅⼭の提案

4-2 ⾔語政策の４つの領域
⾔
語
的
多
数
派
優
先
の
視
点

⾔語的少数派優先の視点

図1 マイノリティーの⾔語政策課題の後景化構造

実体計画
マジョリティー
の⾔語政策課題

地位計画
マジョリティー
の⾔語政策課題

習得計画
マジョリティー
の⾔語政策課題

作成︓⾅⼭利信

マイノリティー
の⾔語政策課題

マイノリティー
の⾔語政策課題

マイノリティー
の⾔語政策課題

実体計画

地位計画

習得計画

共⽣計画

図2 4つの⾔語政策領域の関係図

作成︓⾅⼭利信

4-3 「共⽣計画」の対象
①⾔語的マイノリティーのための地位計画

・危機⾔語の保全に係る法的規定
例．アイヌ語、⼋重⼭語、与那国語、奄美語、国頭語、沖縄語、宮古語、⼋丈語等

・マイノリティーの⾔語権の法的規定
例．⼿話、在留外国⼈の⼦どもの⺟語保障等

②⾔語的マイノリティーのための実体計画
・共通語ではないマイノリティー⾔語の標準語化
例．危機⾔語の⾔語的記述（語彙・⽂法・⾔語資料の記録・収集等）、⼿話⾔語の
標準語化等）

③⾔語的マイノリティーのための習得計画
・外国⼈児童および⽣徒に対する⽇本語教育の改善・強化
・外国⼈児童および⽣徒に対する⺟語教育の実施
・⼿話教育の改善・強化
・点字教育の改善・強化
・⽣涯学習における定住外国⼈に対する⽇本語教育の改善・強化

④３つの⾔語政策領域に⼊らないもの
・外国⼈に対する多⾔語対応（⾔語サービス）

5 多⽂化共⽣とは何か

�多⽂化共⽣とは、当該国家・社会において
異なる⽂化的背景を持つ者が異⽂化を理解
する意義を認容し、⼈間や⽂化の多様性を
極限まで尊重する精神をもって⽣活してい
くことである。（⾅⼭ 2019）
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（やさしい日本語を含む）を用いて必要な情報を提供す
ることである」と考えております。
　生活者としての在留外国人に対する多言語対応という
のは、特に日本語でのコミュニケーションに困難を抱え
ている場合、暮らしの質に大きな影響力を持ちます。異
なる言語・文化的背景を有する在留外国人が一市民とし
て暮らしやすい、また働きやすい環境を整えることが、
国や自治体の多文化共生施策となるわけです。従って、
言葉の壁を克服するための言語コミュニケーション支援
こそが最優先課題となり、まさにここに多言語対応の意
義があります。
　ちなみに、多言語対応の対象となる在留外国人は、三
つのタイプに分類されます。すなわち、観光客としての
外国人、定住者としての外国人市民、そして、観光客と
定住者の中間的な外国人の存在、リゾートの長期滞在型
の外国人です。当然のことですが、それぞれのタイプに
よって多言語対応のニーズの内容が異なってきます。

　「誰一人取り残さない」という SDGs の根本精神に立
つとき、多言語共生という社会統合の観点から、地方自
治体の言語政策である「共生計画」、特にその中の中心
的施策である多言語対応は、より大きな社会的意義を持
つことになります。なぜならば、自治体の多言語対応を
含む「共生計画」を SDGs の取り組みと位置付けるこ
とで、事業そのものが地域社会の課題解決に向けた取り
組みであるという意義のほかに、地球全体の持続可能な
開発目標に直結した取り組みであるという新たな役割と
国際貢献という意義を持つためです。多言語対応に携わ
る当事者自身の中で、地域社会の課題解決が地球社会の
課題解決にもつながっていくという発想の転換が起こる
わけです。いわば、ミッションの新しい質的な展開が生
じるということです。
　次に、グローバルシチズンシップとは何かということ
ですが、グローバルシチズンシップとは、「個人が特定
の国や地域の国民であり、かつ市民であることを深く自
覚しながら、同時に、国籍や市民としての地位を超えた
理念的観点から、多様な国籍や市民が暮らす世界全体を
一つの仮想社会（地球社会）とみなし、その一員である
ことを強く認識して生きる姿勢である」と考えます。
　世界 193 カ国の首脳が決議した 17 の SDGs の目標は、
まさに仮想社会としての全世界、すなわち「地球社会」
が実現するべき目標となっています。さらに、「地球社
会」に暮らす一人一人がその解決と改善に関わる設計に
なっているということも、見逃すことはできません。地

6 多⾔語対応とは何か

地⽅⾃治体としてのSDGsへの取り組み

⽇本⼈市⺠と外国⼈市⺠のグローバルシチズンシップ
アイデンティティー育成の触媒として機能

地⽅⾃治体の多⽂化共⽣施策としての
多⾔語対応がSDGs課題になる

新しい⾔語政策の役割と意義

施策をSDGsの⽂脈に組み込むこと

地域課題と地球規模課題の⼀体化

7-1 グローバルシチズンシップ育成の基盤としての
SDGsの取り組み

7-2 グローバルシチズン
シップとは何か

多⾔語対応とは、⽇本社会の中で、外
国⼈に理解できる⾔語（やさしい⽇本
語を含む）を⽤いて必要な情報を提供
することである。（⾅⼭ 2018a ）

外国⼈に対する多⾔語対応

①観光客 ②定住者

③観光客＋短期定住者
【数ヶ⽉〜１年未満】
（⼭川2020）

３つのタイプ
観
光
産
業
の
今
後
の
発
展
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球規模課題を自分自身の問題とする意識、姿勢というも
のがあるわけです。これはまさに、先ほど定義したグ
ローバルシチズンシップのアイデンティティー形成の理
念と合致すると考えられます。
　地方自治体の「共生計画」を SDGs という文脈で捉
え直すことで、つまり、国家や地域という枠組みを超え
たグローバルシチズンシップという視点から「共生計
画」としての多言語対応を捉え直すことで、多言語対応
に関わる日本人市民と外国人市民の双方に、地域社会の
一員という帰属意識に加えて、地球社会の一員であると
いう帰属意識の萌芽が生まれると考えられるわけです。
　さらに、世界中で実践している SDGs への取り組み
との連帯意識というものが芽生え、それが次第に定着し
ていく。この連帯意識こそが、グローバルシチズンシッ
プの紐帯となるわけです。そして、外国人市民の日本国
民・市民への一方的な同化ではなく、日本人市民と外国
人市民の双方が歩み寄るという視点からのアイデンティ
ティー形成を実現できるのではないかと考えるわけです。
　このコペルニクス的な発想の転換は、多文化共生社会
の構築を時として妨げている日本人住民の在留外国人住
民に対する排他的意識を緩和・軽減させる、あるいは失
わせる鍵となる可能性があります。つまり、外から内、
よそ者から仲間内への転換が起こるのです。このグロー
バルシチズンシップの意識形成が日本人住民と在留外国
人住民の双方に自然なかたち形で生じていけば、健全な
社会統合基盤の構築に寄与できるのではないかと推測し

ています。
　少し論点が外れてしまいますが、個人によるさまざまな立
場やレベルでの SDGs への取り組みの過程で、グローバル
シチズンシップ・アイデンティティーの形成が世界的な広が
りを見せたときには、国内外のさまざまな利害衝突の緩和や
改善にもつながるのではないか。ひいては、極端な地域至
上主義や自国至上主義、民族至上主義の志向性を弱める
心理的な効果、あるいはそれを回避する心理的な効果を生
むのではないかとも考えております。
　結びに、昨年来続いている新型コロナウイルス、
COVID-19 のパンデミックがいまだに猛威をふるって
おります。フランスの AFP 通信によりますと、2021 年
6 月 11 日現在、これまでに世界で感染した人数が少な
くとも 1 億 7,476 万 2,040 人に上り、死者数も 377 万
5,362 人に達しました。この国境を越えたコロナ禍で感
染した人、そして命を落とした人に対して、全人類的な
共苦と同情を多くの人が感じています。私自身も深く感

グローバルシチズンシップとは、個⼈が特定の
国や地域の国⺠であり、かつ市⺠であることを
深く⾃覚しながら、同時に、国籍や市⺠として
の地位を超えた理念的観点から、多様な国籍や
市⺠が暮らす世界全体を⼀つの仮想社会（地球
社会）とみなし、その⼀員であることを強く認
識して⽣きる姿勢である。

（⾅⼭利信 2021）

193カ国の⾸脳が決議した17のSDGs⽬標︓

①仮想社会としての全世界、すなわち、「地球社会」
が実現するべき⽬標である

②「地球社会」で暮らす⼀⼈⼀⼈が、その解決と改善
に関わる設計になっている

グローバルシチズンシップ・
アイデンティティー形成の理念と合致

地球規模課題を⾃分⾃⾝の問題とする意識・姿勢

国家や地域の枠組みを超えたグローバル
シチズンシップという視点（⼀段階⾼次の理念＝メタ認知）

⽇本⼈市⺠と外国⼈市⺠の双⽅
のアイデンティティーの形成

共通のアイデンティーの
基盤構築

グローバルシチズンシップアイデンティティー

外国⼈住⺠の
⽇本社会と地域社会に対する
アイデンティティー形成の強化

ブレークスルーの視点

7-3 グローバルシチズンシップ・アイデンティティーの形成

世界のSDGs
の取組み

連
帯
意
識

⽇本⼈市⺠と外国⼈市⺠における
グローバルシチズンシップ・アイデンティティーの形成

⽇本⼈市⺠の在留外国⼈市⺠
に対する排他的意識の緩和・軽減

健全な社会統合の基盤の構築

「ソト」から「ウチ」
「よそ者」から「仲間内」

への転換

8 結びにかえて
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じております。
　現在、全人類の共通目標としての COVID-19 の克服
という意識を、図らずも個人一人一人が実感として持つ
という、希有な体験をしております。この人類全体の共
通目標に向き合う個人としての感覚が、同様に SDGs
にも将来起こるのではないか。コロナ禍が終息した後に、
人類の存亡に係る SDGs が世界規模のムーブメントに
なっていくのではないかと直感しています。
　その中で、地方自治体の多文化共生に関わる言語政策
としての「共生計画」の推進は、SDGs への取り組みと
いう社会的文脈において、地域の多文化共生に寄与する
と同時に、地球社会を念頭に置いた SDGs の達成にも
貢献することができるものと確信しております。
　以上が私の第一報告になります。こちらが参考文献で
す。ご清聴ありがとうございました。
　続きまして、第二報告者の森先生にバトンタッチした
いと思います。森先生、よろしくお願いいたします。

森祐介（つくば市 政策イノベーション 部長）　よろし
くお願いいたします。茨城県つくば市で政策イノベー
ション部長をしております森と申します。本日はこのよ
うな機会を与えていただきまして、ありがとうございま
す。今日は「SDGs 未来都市つくばにおける行政サービ
スの多言語対応」というタイトルで、つくば市のさまざ
まな多言語のこれまでの取り組みと、それから、まだま
だ不十分な点がございますので、これからどのようにし
ていこうと考えているかということについてお話しした
いと思います。
　こちらはつくば市の駅前の風景です。関東平野が広
がっておりまして、奥のほうに筑波山が見えます。緑が
豊かで、また、ロケットの模型なども見えますが、この
ように科学技術都市としての一面が垣間見えます。
　本日は三つのお話をしたいと思いますが、まず一つ目
はつくば市の現状・課題です。これは外国人対応という
ところに限らず、つくば市全体としてどのような課題を
認識しているかということをお話ししたいと思います。
二つ目に、SDGs が 2015 年に採択された後、つくば市
ではかなり早い段階で取り組んできましたので、このあ
たりのお話をしたいと思います。三つ目に、今、つくば
市は、内閣府が募集しているスーパーシティという国家

地⽅⾃治体の多⽂化共⽣に関わる「共⽣計画」の推進

SDGsの達成に寄与

SDGsへの取組み
という社会的⽂脈

地域社会の多⽂化共⽣に寄与

�参考⽂献
� ⾅⼭利信（2021）「SDGsの達成に貢献する⾔語政策­地⽅⾃治体の「共⽣計画」としての多⾔語対応」『⽇本⾔語政策

学会 第23回研究⼤会 予稿集』．
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ご清聴ありがとうございました。

未来都市つくばにおける
行政サービスの多言語対応

年 月 日 日本言語政策学会第 回研究大会

つくば市 政策イノベーション部長
森 祐介
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戦略特区に手を挙げており、その国家戦略特区の枠組み
の中でどのような多言語対応を行おうとしているのかと
いうことについてお話ししたいと思います。この中で、
外国人の現状やこれまでのつくば市の取り組みについて
もお話ししたいと思っています。
　まず 1 点目、つくば市の現状・課題です。
　つくば市は、今、人口が約 24 万 6,000 人となってい
ます。いろいろな地方自治体が人口減・少子高齢化とい
う課題に直面している中で、実はつくば市は非常に恵ま
れており、毎年人口が 3,500 人ぐらいずつ増えていま
す。主な要因としましては、秋葉原からつくばまで 45
分で結ぶつくばエクスプレスが 15 年前にできたのです
が、現在、その沿線の住宅開発が急速に進んでおり、こ
こに子育て世代・若い世代が非常に多く流入してきてい
るという状況が挙げられます。それから、在留外国人が
約 1 万人おりまして、135 の国と地域から来られている
というところが非常に特徴的な点です。
　また、科学のまちとして知られており、研究機関が官
民合わせて約 150、研究に従事している方の数が 2 万
人ということで人口の約 1 割弱です。そして、博士号
の数も 8,000 人で、これは対人口比でいくと日本の平
均の約 10 倍という高い密度となります。

　このように人口の増加という意味では成功しているつ
くば市ですが、一方でさまざまな課題があります。一つ
目が、周辺地区の高齢化、つくばエクスプレス沿線の子
育て世代の急増という問題です。つくば市は、実は非常
に土地の面積が広くて、274 キロ平米という山手線内の
土地の 3 倍ぐらいの面積があります。それで、市内の
地域によっていろいろ状況が違ってきます。
　先ほど、つくばエクスプレス沿線にはどんどん若い世
代が流入してきているとお話ししましたが、一方で、筑
波山の近くや南側の牛久沼に近い地域では高齢化がかな
り進んでいます。例えば、南側の宝陽台は研究学園都市
ができてからできた、その当時はニュータウンだった場
所ですが、ここは高齢化率が 55％を超えており、独居
の高齢者数も市内でトップです。
　一方で、つくばエクスプレス沿線に関しては合計特殊
出生率が 2 を超え、高齢化率も 4％ということで、非常
に若い地域になっております。では、こういったところ
では問題がないかといいますと、そうではありません。
子どもの数が非常に増えていることから、沿線の学校、
例えば小中一貫校で 9 学年ある学校では、もうすぐ
3,000 人、4,000 人規模になります。つまり、1 学年 500
人、16 クラスぐらいになるでしょうか。そのような学校
が出てくるぐらい子どもの数が増えている地域もあって、
このギャップが大きいということです。
　二つ目は、つくば市は広く、しかも平野で可住面積も
広いということで、道路の総延長は茨城県でも 1 位に
なっています。そのため移動を自家用車に頼らざるを得
ないという交通網と道路事情があり、自家用車なしでは
移動が困難という状況になっています。特にお年寄りや
若い世代で車を持っていない方にとっては、移動が難し
い状況があるということです。
　三つ目はインフラの老朽化です。筑波研究学園都市の
建設が 1960 年代以降徐々に進んできたのですが、一斉

本日の内容

・つくば市の現状・課題

・ に関するつくば市の取組

・つくばスーパーサイエンスシティ構想における行政の多言語対応

 科学のまち

 市の人口 年間約 人増

人
人

研究機関の数

研究関係者の数

博士号の数

（ の国と地域）人 在留外国人

人（ 年 月 日現在）

東京駅から約１時間、成田国際空港から約１時間の好アクセス

茨城県 つくば市

本日の内容

・つくば市の現状・課題

・ に関するつくば市の取組

・つくばスーパーサイエンスシティ構想における行政の多言語対応
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に老朽化を迎えつつあります。もちろん、どんどん更新
はしているのですが、予算も限られていますので、その
辺が全て順調に進んでいるわけではないという事情があ
ります。
　それから、四つ目としては、多様な出身国からなる外
国人の増加です。これは、今、課題のところに整理して
いますが、われわれとしては非常に歓迎すべきことで、
むしろつくば市の非常に良い点だと考えております。こ
れがまさに、つくばの素晴らしい多様性を生み出してい
ると考えています。一方で、そうした 135 カ国から来
られている方に対して、それぞれの言語で、例えば行政
サービスが必ずしも十分に提供できていないという問題
がありますので、それを課題と認識しています。
　続きまして、SDGs に関するつくば市の取り組みにつ
いてお話ししたいと思います。つくば市では、2015 年
に SDGs というものが発表される前から、「誰一人取り
残さない」という包摂性の考え方を市政運営の柱にして
おりました。つまり、現世代のニーズも将来世代のニー
ズも共に充足する視点から、現世代の中でも、日本人も、
昔から筑波地区にお住まいの方も、研究学園都市ができ
てから、50 年ぐらい前から研究者として移られてきた方
もそうですし、TX 沿線に来られている方もそうですが、
外国人の方も含めまして、そうした方々に幅広く寄り添
うという考え方で市政運営をしてきました。この考え方
が SDGs にぴったり合致するということで、つくば市
は市政運営の中に、今までの考え方をベースとして
SDGs を前面に押し出すということを決定し、2030 年を
ターゲットにした SDGs による持続可能なまちづくり
というものを目指してきているところです。
　SDGs に関してのこれまでの取り組みの実績ですが、
まず 2017 年 10 月に、市議会議員および職員向けの勉
強会を開催しました。私は、この当時は内閣府の科学技
術部局にいたのですが、まだまだ政府でも、SDGs につ

いて知っている人は知っているけれども十分に知られて
いるわけではないという状況でした。各省庁も主に国際
部門ぐらいが対応しているような状況でしたが、2017
年の 12 月ぐらいに SDGs が大きく総理官邸でも取り上
げられ、徐々に経済界にも広がっていったと私は認識し
ています。つくば市はその前から、こういった勉強会を
開催していたということです。
　そして、2018 年には持続可能都市ヴィジョン公表と
いうことで、SDGs フォーラムという大きなシンポジウ
ムを開催しまして、ここで市のヴィジョンを正式に公表
しています。その年に、内閣府により、茨城県で唯一、
SDGs 未来都市に選定されました。今年、追加で選定さ
れた自治体が茨城県内に一つございますが、それまで
ずっと茨城県で一つだったということです。
　この選定に基づきまして、つくば市では SDGs 未来
都市計画を策定しました。さらに、計画をつくって終わ
りということではなく、市民が自分事として、SDGs、
世界のために何ができるかということを考えるための場
所づくりとして、SDGs パートナーズというものを発足
させました。団体、個人会員、非常に多くの方々によっ
て構成されており、勉強会だけではなく、自ら自分で手
を動かして地域課題を発見し、それを解決するためのア

・周辺地区の高齢化、つくばエクスプレス沿線の子育て世代の急増

・移動を自家用車に頼らざるを得ない交通網と道路状況

・インフラの老朽化

・多様な出身国からなる外国人の増加

つくば市の課題 本日の内容

・つくば市の現状・課題

・ に関するつくば市の取組

・つくばスーパーサイエンスシティ構想における行政の多言語対応

現世代のニーズも、将来の世代のニーズも充足し、
つくば市を取り巻く課題に対応する必要

年をターゲットに、
ＳＤＧｓによる持続可能なまちづくり

国連の持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）が目指す
「誰一人取り残さない社会」

≒

ＳＤＧｓによる持続可能なまちづくり
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クションを起こすということを、今、つくば市も支援し
ながら実施しているところです。
　そして 2020 年、昨年度、議会で市長から持続可能都
市宣言をいたしました。それから、昨年度、つくば市で
最上位の計画としている未来構想の中にも、SDGs の考
え方を全面的に反映させています。
　スライド①の写真は、真ん中が SDGs 未来都市に選
定されたときのもので、左側が、市民が主体となりなが
ら SDGs の取り組みを行うというワークショップの様
子です。右側は、市の全ての課・室の窓口のところにあ
る看板に、17 の目標のうちどれが相当し得るかというロ
ゴを出している様子です。これは押し付けではなく、各
課・室から、自分たちはこういうところに寄っていきた
いということを出してもらっています。
　こちらが、昨年度策定しました市の最上位の計画であ
ります「つくば市未来構想」と 5 年間の「つくば市戦
略プラン」です。未来構想は 2050 年までの長期的なプ
ランで、戦略プランは 5 カ年のものですが、この中に
も、「SDGs に基づき地域社会の経営に取り組み、経
済・社会・環境の調和が取れた一体的な向上を果たすこ
とで、将来にわたって質の高い生活をもたらす＜新たな
成長＞につなげることが必要」だということで、SDGs

の理念を反映させています。
　そして、持続可能都市宣言もしまして、「魅力をみん
なで創るまち（共創都市）」「誰もが自分らしく生きるま
ち（包摂都市）」「未来をつくる人が育つまち（人材都
市）」「市民のために科学技術をいかすまち（科学技術都
市）」という四つの柱を掲げているところです。
　続きまして、「つくばスーパーサイエンスシティ構成
における行政の多言語対応」ということで、これまでの
さまざまな取り組みとこれからの将来についてご説明し
たいと思います。
　まず、スーパーサイエンスシティとは何かということ
ですが、簡単に申し上げますと、今、先端的な技術を活
用したまちづくりが世界でもどんどん行われており、こ
うした取り組みのことを一般の用語として「スマートシ
ティ」と呼んでいます。日本政府はこのスマートシティ
を推進していますが、一方で、先端的な技術を生かそう
と、例えばロボットが歩道を自動で歩いて荷物を搬送す
るというようなことをしようと考えたとき、今はそれが
道路交通法によってできません。そうした規制緩和も一
緒に自治体から国に求めることでそれを実現していきま
しょうというのが国家戦略特区の考え方です。この国家
戦略特区の枠組みの中にスマートシティ（先端技術を活

に関するつくば市のこれまでの取組

市議会議員及び職員向け勉強会開催

持続可能都市ヴィジョン公表
（つくば フォーラム）

つくば パートナーズ発足
つくば市 未来都市計画策定

未来都市選定

～

つくば市未来構想への反映
持続可能都市宣言

一魅力をみんなで創るまち

（共創都市）
一誰もが自分らしく生きるまち

（包摂都市）
一未来をつくる人が育つまち

（人材都市）
一市民のために科学技術をいかすまち

（科学技術都市）

2020年年3月月19日日

持続可能都市宣言

つくば市未来構想

第２期つくば市戦略プラン
▶

▶

最上位の戦略「つくば市未来構想」「戦略プラン」

“ に基づき地域社会の経営に取り組み、
経済・社会・環境の調和がとれた一体的な向
上を果たすことで、将来にわたって質の高い
生活をもたらす『新たな成長』につなげるこ
とが必要です“

本日の内容

・つくば市の現状・課題

・ に関するつくば市の取組

・つくばスーパーサイエンスシティ構想における行政の多言語対応
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用したまちづくり）を位置付けましょうということで、
その取り組みのことを「スーパーシティ」と政府は呼ん
でいます。
　今、そのスーパーシティを内閣府が公募し、6 ～ 8 月
あたりに 5 自治体が選定・発表されることになってお
りまして、全国から 31 の自治体が手を挙げています。
つくば市も選ばれるといいと思っていますが、つくば市
では、この取り組みに「つくばスーパーサイエンスシ
ティ構想」という名前を付けています。研究学園都市で
すので、さまざまな研究機関からどんどん出てくる新た
な研究シーズ・研究開発成果の市民への還元や、市役所
の意思決定を科学的に行うためのデータ分析、EBPM の
推進ということを掲げています。
　やはりこの中でも、何のためにスーパーシティを目指
すのかということを考えたときに、単に科学技術をまち
づくりに使ってみようというような技術ドリブンな考え
方ではなくて、あくまでもその地域の課題・市民の困り
ごとが何かということを特定した上で、それを解決する
ために科学技術をツールとして使いましょうという考え
で、このスーパーサイエンスシティ構想を進めています。
この真ん中に書いてあることを理念に掲げまして、今、
取り組みを進めているところです。
　どのようなことを実施していくかというと、つくば駅
やつくばエクスプレス沿線のような中心の地区、筑波大
学のキャンパスそのもの、あるいは筑波山の近辺、南側
の高齢化が進んでいる地域、こうしたいろいろな方が住
んでいるところで、行政、医療介護、物流、防犯・防
災・インフラ、移動の各分野において特徴的な取り組み
を行っていくということを考えております。このうちい
くつかについてご紹介したいと思います。
　つくば市の外国人に関する現状です。つくば市役所本
庁舎 1 階に掲げている大きなボードに、どのような国
から何人ぐらい来られているかということが掲示されて
おり、ここは市民の方がよく通るのでご覧になっている
方も多くいらっしゃいます。地図上では全て表示されて
いませんで、右側にあるリストに全て詳細が書いてあり
ます。
　つくば市の外国人市民の人口の推移ですが、基本的に
は、東日本大震災以降、一時減少したものの、2012 年
以降は年々増加傾向にあります。2 年前には過去最高の
1 万人を突破しまして、今はコロナの関係で減少に転じ
ていますが、増加基調にあります。
　それから、国籍別の外国人市民の状況ですが、中国が
全体の 3 割を超えています。市民数の多い 10 カ国のう

ち、ブラジルを除いた 9 カ国がアジア圏の国々です。
　それ以外の分析としては、例えば在留資格で言うと、
技能実習での移住者が最近では増加しています。それか
ら年代別で見てみると、20 代、30 代が半数以上を占め
ていて、65 歳以上は非常に少ないということがあります。
　つくば市のこれまでの取り組みですが、市役所の中に

「つくば市外国人相談窓口」を開設しています。つくば
市ではグローバル化基本指針というものを平成 28 年に
作っておりまして、これに基づいてさまざまな取り組み
を行っていますが、今、13 言語で同時通訳、タブレット
で通訳の方が出てきて対応してもらえるようになってい

社会全体が一人ひとりを包み込み、支え合う「誰一人取り残さない」 の精神の下で、
世界最高峰の科学技術を結集し、デジタル、ロボティクス等の
最先端技術の社会実装と都市機能の最適化を進めていく。

これにより、住民参加を基盤とし、住民と住民、住民と行政のつながりを深化しつつ、
出口の見えない社会課題の克服や革新的な暮らしやすさを実現する住民中心のスーパーシティを目指す。

つくばスーパーサイエンスシティ構想
～科学で新たな選択肢を、人々に多様な幸せを～

つくば市役所

国研・民間研究機関

中心部
（つくば駅周辺地区）

周辺部
（宝陽台地区）

グリーンフィールド
（ 街区）

先端的サービスのデータ連携による
まるごと未来都市構想

中心部
（筑波大学周辺地区）

先端的医療介護サービス
（つくばヘルスケア）

人生 年時代に自立していきいきとした生活を

先端的行政サービス
（つくばトラスト）

データ駆動型の地域共生社会を

先端的物流サービス
（つくばポーター）

どこに住んでいても快適に買物ができるまちを

先端的移動サービス
（つくばモビリティ）

必要なとき、必要な場所へあらゆる移動手段を 安全で持続可能な都市空間を

先端的防犯・防災・インフラサービス
（つくばレジリエンス）

都市 を活用した
先進的データ連携基盤

地域課題を克服するための
大胆な規制・制度改革

社会全体が支え合う
「誰一取り残さない」精神

マイナンバーカードを活用する
共通デジタル （つくパス）

大学・国研連携を中核とした
スーパーシティエコシステム 周辺部

（小田地区）

つくばスーパーサイエンスシティ構想

15
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ます。また、消防窓口でも多言語コールサービスが 19
言語で提供されています。広報に関しましても、3 カ月
に 1 回、8 言語で広報紙が発行されています。SNS でも
4 言語で情報が発信されています。
　それから、つくば発のスタートアップ（ベンチャー企
業、起業後数年の企業）ともコラボレーションしており
まして、例えば、医療機関を受診するときに、事前にそ
れぞれの言語で簡単な問診をして送ると、それが連携し
ている病院側では日本語で表示されるというような 14
カ国語対応のアプリを、つくば発のスタートアップの
Ambii 社と、筑波大の留学生に協力してもらって共同

開発しました。
　災害時には主に英語で発信をしています。これは 2
年前の台風 19 号のときです。
　一方で課題がまだまだ多いと考えておりまして、例えば、
外国語のホームページ（4 カ国語）で提供されている情報
は日本語と同等ではなく、限定的です。それから、外国語
の広報紙（8 カ国語）の頻度が日本語の 1 カ月に 1 回と比
べると限られていて、情報もやはり限定的です。それから、
災害時の緊急情報は主に英語のみになっていて、そのあた
りはまだ改善点があると考えています。
　今、「つくばスーパーサイエンスシティ構想」の中で
これらの問題を解決しようと考えており、多言語ポータ
ルアプリを開発しているところです。これは、先ほど挙
げたような問題点を解決するために、まず行政情報を多
言語で表示するようなポータルアプリを開発するという
ことです。いろいろな翻訳のシステム、手で翻訳する作
業と自動翻訳を組み合わせて、現在の 4 カ国語よりも
たくさん増やしていきたいと考えております。また、住
民の希望や属性により、外国人であればいろいろな外国
人向けのイベントや手続き面の情報を、満遍なく出すの
ではなく、その方の希望に応じてオプトイン型でプッ
シュで送るということで、適切な情報発信を多言語で行

外国人市民の
割合（

外国人市民数（人）

外国人市民数 総人口における比率

東日本大震災

リーマ

ンショッ

ク

新型コロ

ナウイル

ス感染症

拡大

・外国人市民数は、東日本大震災以降、一時減少したが、 年以降は年々増加傾向で推
移している。
・ 年度（ 年２月）には過去最高 人を記録（ 年の約 倍）。
・現在は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により減少に転じている。

※各年 月１日現在
ただし 年は９月 日現在つくば市の総人口： 人

うち、外国人市民数： 人（ か国）
（総人口に占める割合 約
※全国平均 （ 年 月１日現在）

つくば市の外国人市民の人口の推移

外国人市民相談対応体制の充実
＜市役所内に「つくば市外国人相談窓口」を開設＞
・英・中の通訳相談員配置
・タブレット端末による映像通訳サービスの活用
（対応言語： 言語、導入台数：１台）
・開設日：月～金の毎日 土日祝日は除く）

＜消防窓口における
番通報の多言語コールサービスの提供＞

・通訳を交えた３者間通話による対応（対応言語： 言語）

＜つくば市国際交流協会に「外国人のための相談室」を開設＞
・英・中の通訳相談員を配置
・開設日：毎週水曜日午前中

＜医療通訳ボランティアの養成・派遣＞
・国際交流協会において、医療通訳ボランティアの養成や
派遣を実施。

（１） ① 外国人への生活支援の充実

基本施策１ 多文化共生社会が実現するまち

▲英・中の２名の通訳相談員を配置

▲タブレット端末による映像通訳サービス
言語対応

つくば市グローバル化基本指針に基づく主な取組（１）

・中国が全体の３割を超えており、最も多い。
・市民数の多い上位 か国のうち、ブラジルを除いた９か国がアジア圏の国々であり、全体の７割余りを
占める。
・その一方で、全体では か国を超える外国人市民が居住しており、非常に多国籍である。

中国
人

ベトナム
人

韓国
人

インド
人

フィリピン
人

ブラジル
人

スリランカ
人

インドネシア
人

タイ
人

台湾
人

その他
人

外国人市民合計：
人

国籍数： か国
（ 年１月１日現在）

※2021年１月１日現在

つくば市の国籍別外国人市民の状況
行政・生活情報の多言語化
＜外国語広報紙発行＞
・対応言語：８言語（英・中・韓・ベトナム・インドネシア・タイ・
ポルトガル・スペイン）

・年に４回（四半期ごと）に発行。発行部数：約 部
・留学生交流員として委嘱された市内大学生）が記事の翻
訳・レイアウトを担当
・配布先：市役所窓口、市内学校や幼稚園・保育所等公共施
設、市内大学・研究機関、事業所等（約 機関

＜多言語ホームページ及び を活用した情報発信＞
・対応言語：４言語（英・中・韓・やさしい日本語）
・フェイスブック、ツイッター等 の活用

＜その他外国人住民向け行政・生活情報の多言語化＞
・生活便利帳「 （英・中）」
・つくば市のマップ「 （英・中）」
・ライフプランすこやか、ごみカレンダー等

▲外国語広報紙（８言語） ▲多言語ホームページ
（やさしい日本語）

▲ （英語） ▲市役所内の多言語情報ラック

＜市役所発出文書の多言語化（翻訳）＞
庁内各課等が発出する文書等を多言語化（翻訳）

13件 7件 15件 22件

平成27年度

英語 127件 72件 60件 72件 76件

中国語 17件

令和元年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度

つくば市グローバル化基本指針に基づく主な取組（２）

総人口の約４％（ 人に１人）が外国人市民
※全国平均 ※１（ 年 月１日現在）、茨城県全体 （ 年６月１日現在）

 か国の多国籍な市民によって構成
→この人口規模にこれだけの国籍の外国人市民がおり、日本有数の多様な都市

外国人市民数は年々増加傾向で推移

在留資格「技能実習」での居住者が増加
→これにより、特にベトナム国籍の外国人市民が割合・人数とも増加している

 代、 代が半数以上を占めている。また、 歳以上の高齢者人口の割合（高齢化率）は と、
日本人に比べて極端に低い。

※１ 総人口は各月１日現在人口確定値（総務省統計局）、在留外国人人数は在留外国人統計表（出入国在留管理庁）を元に算出。

つくば市の外国人市民の現状
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おうと考えています。緊急時の外国語での情報発信も、
このアプリを通じて適切に行っていきたいと考えていま
す。
　特に防災の分野に特化して話をしますと、今、避難情
報をどのようにして見える化するか、外国人にとっても
分かりやすいかたちで表示するかということが課題に
なっています。「ここの道路がふさがっています」とい
うようなことを道路の名前や番地を示しながらリスト化
していますが、それがどこを意味しているかというのは
分からなかったり、物資の状況について、あるいは混雑
状況についても見えなかったりします。

　そこで、これは日本語と外国語両方で行いますが、地
図上で「ここはふさがっています」「この避難所はあな
たのところから歩いて何分ぐらいですが、ここの道路は
通りにくいので迂回してください」「ここには子ども用
のトイレなどもあります」といった情報を見える化して、
外国人に対して提供しようということを、この「つくば
スーパーサイエンスシティ構想」の中で進めていきたい
と思っています。
　このときに、手作業での翻訳は非常に時間がかかると
いうこともありまして、国立研究開発法人の情報通信研
究機構（NICT）が提供している翻訳支援サービス

（Voice Tra）を活用できないかと考えております。既存
の翻訳システムというのは Google や Amazon などい
ろいろありますが、これは日本の国立研究開発法人が
作っているということで、日本語から別の言語に変える
ことに非常に強みを持っています。Google だと英語
ベースになっているので、一回英語を介してまた別の言
語ということになりますが、こちらは日本語から 31 言
語への翻訳が可能になっています。ここと API 接続を
して、このシステムをつくばのアプリの中に使えないか
ということを考えております。
　それから、このスーパーサイエンスシティ構想を進め

多言語対応医療プラットフォーム

• つくば発スタートアップ、 社と連携。

• 外国人が多言語（１４か国語※）で

① 医師検索

② 医療相談

③ 問診表入力

可能。

• 開発時には筑波大の留学生がモニターとして参加。

• 現在、つくば市内の３医療機関で導入。

※日本語、英語、中国語（簡体）、中国語（繁体）、韓国語、ポルト

ガル語、スペイン語、フランス語、ベンガル語、タガログ語、タイ語、

ベトナム語、モンゴル語、アラビア語

つくば発スタートアップとの連携

つくば市が抱える問題

 行政情報は、ホームページや各種アプリなどにバラバラに分散
 自分が受けられるサービスを必要なタイミングに知ることが困難
 届出や手続をしたとき、一緒に行える手続が不明瞭
 外国人の言語の壁による情報格差が発生し、日本人と同じ情報が取
得困難

目指す未来と取組内容

 分散する行政情報を集約し、多言語で表示するポータルアプリを構築。住
民の希望（オプトイン型）により、属性情報や関心事項に基づき個別化さ
れた適時の情報発信

 住民は関心のある情報を見逃すことなく受け取ることが可能
 緊急時にも外国語で迅速に情報取得

『行政情報をいつでもどこでも誰でも使いやすく』

②多言語ポータルアプリ

規制の特例措置
（公的個人認証法）

 署名利用者の異動等による署名用電子証明書
の失効について、失効せずに当該異動等の際に
使用した電子証明書により住所情報を書き換え
ることを可能とすること。 等

・最新情報を分かりやすく提供
・属性や希望に応じたコンテンツ表示
・住民向けの大事なお知らせを個別化してプッシュ通知
・簡単な操作で申請

つくばアプリ「パッと見られて」「すぐ気づく」

窓口
各種申請

観光
イベント

移動 医療
福祉 防災

ごみ 図書館 教育・
子育て 各種相談

※イメージ画像

 災害等緊急時
にも外国語で
迅速に情報提
供

学生 子育て世代

外国人 高齢者

つくばスーパーサイエンスシティ構想：多言語ポータルアプリ

災害時の外国語での情報発信

出展： つくば 年１０月１３日

つくば市が抱える問題

 災害時の被害状況や避難所の開設状況等の確認、定時報告等が手
間

 比較的災害が少ないため、訓練だけでは避難所運営に関するノウハウが
蓄積しにくい状況

目指す未来と取組内容

 避難所の開設状況や被害状況、混雑情報、備蓄品、電源供給可能な
水素燃料電池バスの位置を地図上で可視化し、住民の安全・安心な避
難を支援

 災害対策本部と避難所担当職員を双方向でつなぎ、市役所の災害対応
を効率化

『住民とつくる災害に強いまちを』
つくば
レジリエン
ス

先端的防犯・防災・インフラサービス（つくばレジリエンス②）

規制の特例措置 なし

②避難所・被災状況の可視化

○住民や職員が市の災害対策本部
に被害状況を共有

○災害対策本部と避難所担当職員を双方向で
接続

○避難所の開設状況や被害状況、混雑
情報、備蓄品、電源供給可能な水素
燃料電池バスの位置を地図上で可視化

避難所等の見える化 被災状況の共有 市役所の災害対応の効率化

つくばスーパーサイエンスシティ構想：リスクマップ

行政の多言語対応の課題

・外国語ホームページ（４か国語）で提供されている情報が限定的

・外国語広報誌（８か国語）は３か月に１回、情報が限定的

・災害時等緊急情報は英語のみ
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る上で、つくばに所在するさまざまな研究機関と連携す
ることにしていますが、この中で JST の外国人宿舎と
の連携が、外国人住民向けのサービス展開では重要だと
考えております。この外国人宿舎は二の宮と竹園の 2
カ所にございまして、200 世帯ぐらいが入れますが、外
国人研究者向けになっています。この場所を活用して、
新規の多言語行政サービスをこの入居者を対象に集中的
に運用していきます。そして、その入居者の方からサー
ビスの質やユーザーインターフェースなどについての
フィードバックを効率的にいただくことによって、サー
ビスをどんどん高度化していきましょう、そして、ここ

以外にお住まいの方にもどんどん横展開していきましょ
うというのが、今の考え方です。
　ただし、先ほどのアプリで世帯情報や個人の希望に応
じて行政情報を多言語でプッシュ型で通知するというこ
ともそうなのですが、そうしたことを行う上では、個人
情報の取り扱いや本人の希望の確認が非常に重要になっ
てきます。そこで、つくばにおいては「つくばスマート
シティ倫理原則」を策定し、住民が主体に行う取り組み
を行政が技術的にサポートすることで、住民に安心して
もらえるような方針を打ち出しているところです。
　私の発表は以上です。ありがとうございました。

・ ：日本の３大 拠点の一つ（言語翻訳技術等に強み）

・日本語ベースの音声翻訳機能で世界トップレベル
（ よりも音声翻訳、テキスト翻訳の両方で優位）

・ を活用した多言語音声翻訳機能（無料アプリ：ボイストラ（※））
３１言語に対応（１８言語の音声入力及び１６言語の音声出力が可能）

・警察庁が の多言語音声翻訳機能技術を採用
全国４７都道府県の端末に配備（２０２０年６月）

・消防本部への専門サービス（約半数の消防本部導入済）

・ の （外部から機能を活用可能にするソフトの一部）は公開され、
民間による多様な有料サービスも行われている
導入例：特許庁（特許情報のテキスト翻訳）、日本郵便窓口、地方自治体等

情報通信研究機構（ ）の翻訳支援サービスの活用

農業・食品産業技術総合研究機構
（ ）

高エネルギー加速器研究機構（

防災科学技術研究所
（ ）

宇宙航空研究開発機構（ ）
筑波宇宙センター

産業技術総合研究所
（ ）

物質・材料研究機構
（ ）

国土地理院
（ ）

国土技術政策総合研究所
（ ）

筑波大学

筑波技術大学

国立環境研究所
（ ）

連携事業者

連携機関（技術提供）

連携機関（キャンパスのスマート
化 研究・事務のデジタルトランス
フォーメーション）

姉妹都市の研究機関：
米国マサチューセッツ工科大学
（米国マサチューセッツ州ケンブリッジ市）

文科省研究交流センター

科学技術振興機構（ ）
外国人宿舎

つくばスーパーサイエンスシティ構想の連携体制

情報通信研究機構（ ）の翻訳支援サービスの活用

・新規の多言語行政サービスを、入居者を対象に集中的に運用
・サービスの質やユーザーインターフェイス等のフィードバックを効率的に取得→サービスを高度化

外国人研究者宿舎と連携

①自律の尊重
・市民に複数の選択肢が提供されること。
・透明性が担保され、市民が仕組みを理解した上で意思決定できること。

具体的取組 透明性確保、説明責任の明確化、合意形成メカニズムの構築

②無危害
・市民は身体的、精神的、経済的な危害に晒されないこと。

具体的取組 市民のプライバシーの保護、データのセキュリティ確保、システムのセーフティ確保

③善行
・社会、市民に恩恵がもたらされること。恩恵は常に、やむを得ない損失を上回ること。

具体的取組 恩恵とやむを得ない損失の見える化

④正義
・全ての市民は年齢や性別、人種、宗教、思想、経済的事情等によらず、公平に扱われること。
・スマートシティ化により市民間の格差が拡がらないこと。

具体的取組 ユニバーサル化の推進、効果的な周知手法の開発、公平と平等の担保

２０１９年１０月１０日制定

つくばスマートシティ倫理原則

質問や感想などあればお気軽にメール下さい：
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臼山　森先生、どうもありがとうございました。続きま
して、澤田浩子先生のご発表に移りたいと思います。澤
田先生、よろしくお願いします。
澤田浩子（筑波大学 人文社会系 准教授）　筑波大学人
文社会系の澤田浩子と申します。本日は、「多文化共生
時代の教育における共創と循環―茨城県グローバル・サ
ポート事業の事例から―」と題してお話しします。よろ
しくお願いします。
　まず、本発表での流れをお話しします。日本語指導が
必要な児童生徒の教育について現状と課題に触れた後、

「自治体と大学との連携」ということで、筑波大学での
取り組み、つくば市との取り組み、茨城県との取り組み
についてお話しします。そして最後に、「地域のネット
ワークを強化するデザイン」としまして、SDGs の目標
4「質の高い教育をみんなに」が掲げる多文化共生時代
に向けた教育、そして、その地域のネットワークを強化
するデザインについてお話ししたいと思います。
　外国人住民の増加と定住化が進む中で、その家族であ
る子どもたちの数も年々増えています。2019 年（平成
30 年）度の文部科学省調査によりますと、全国で日本
語指導が必要な児童生徒が約 5 万人います。彼らの在

籍している学校が全部で 8,377 校あるわけですが、こ
の数というのは意外にも全国の 3 割に満たないわけで
す。つまり、全国的な状況で見ても、東海地域あるいは
関東地域のような外国人の集住地域と呼ばれるところで
この課題が非常に大きな問題になっているわけですが、
それ以外の地域ではまだこういった課題が認識されてい
ない、あるいは、認識されつつあっても対応策が練られ
ていないという状況にあります。
　その中で、文科省が平成 26 年に学校教育法の一部施
行規則を改定しまして、学校で特別の教育課程を導入す
ることができるようになりました。日本語の指導が必要
な、つまり日本語を母語としない子どもたち、あるいは
外国にルーツがあって日本語が必ずしも十分ではない子
どもたちが現行のカリキュラムで一斉授業に付いていく
ことが難しい場合に、こちらの浜松市の小学校のブログ
よりお借りした写真のように、空き教室などに取り出し
て特別に日本語指導の教育課程を組んで教育を行い、そ
れを義務教育の課程の中に組み込むことができるように
なりました。
　その結果、学校長の判断で教員免許を有する者を日本
語指導担当の教員として配置できるようになりました。
さらに、日本語教師やボランティアなど教員免許を持た
ない指導補助者がその教育に当たることも認められるよ
うになりました。しかし、こういった制度を担保する人
員・人材がまだまだ足りていないというところで、平成
29 年には文科省のほうから、日本語指導の必要な児童
生徒 18 人に 1 人は日本語指導担当の教員を付けるよう
にという指針が各自治体に示されることになりました。
　しかし、そういった 18 人に 1 人という数値がいかに
難しい現状をもたらしているかということが、こちらの
グラフを見ていただけるとよく分かるかと思います。実
は、先ほど日本語指導が必要な児童生徒が在籍している

日本言語政策学会 第 回大会 年 月 日

多文化共生時代の教育における共創と循環
ー茨城県グローバル・サポート事業の事例からー

澤田浩子（筑波大学人文社会系・准教授）

パネル発表 パネル

と言語政策
ー地方自治体の多文化共生施策としての多言語対応を考えるー

日本語指導が必要な児童生徒への教育

図 日本語指導が必要な児童生徒の学校種別在籍状況（都道府県別）日本国籍・外国籍合計（平成 年度）

文部科学省『日本語指導が必要な児童生徒の受け入れ状況等に関する調査』平成 年度

日本語指導が必要な児童生徒 約 万人

日本語指導の必要な児童生徒
の在籍する学校数

校
（全国の ）

はじめに

はじめに

日本語指導が必要な児童生徒への教育

自治体と大学との連携
大学での取り組み
つくば市との取り組み
茨城県との取り組み

地域のネットワークを強化するデザイン
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のは全国の全ての小中学校の約 3 割だったわけですが、
さらにその中の 4 分の 3 は、在籍している子どもが 5
人未満という学校です。
　実は、茨城県でも日本語指導が必要な児童生徒という
のは約 1,500 人いて、彼らが在籍している学校は全部
で 280 校あるのですが、1 校当たり 1 人、2 人という在
籍数では、当然、そこに加配教員を配置することは予算
上難しく、人数の多い学校から順に加配教員を配置して
いっています。その結果、現在まだ 67 校にしか加配教
員がおらず、残りの学校では既存の教員の数だけでこう
いった特別な指導を行っていかざるを得ないということ
になっています。
　このような中で、当然、学校の教育現場の中で体系
的・計画的な日本語指導を行うことができる専門的知見
を持った人材を育成するということも大事なのですが、
一方で、そういった専門家の育成だけではなく、日本語
教育の基礎的なスキルと、何よりも多文化共生マインド
を持った学校教員そのものを増やしていく必要があるだ
ろうと考えています。つまり、特別な専門的知識を持っ
た日本語教員を各学校に配置するということよりも、今

いる学校教員、そしてこれから学校教員になる人たちに
こういったスキルを持ってもらうことが大事だというこ
とです。
　さらに、学校の先生方だけでなく、地域で教育を支え
ることのできる市民の育成も重要であろうと考え、本学
では 2019 年より、こういった日本語教育あるいは多文
化共生に関する科目を強化し、教職課程と連携を組み、
将来学校教員になろうと思っている人やそういったキャ
リアに関心のある学生を対象に、日本語学習の支援者と
してのスキルを身に付ける修了証プログラムなどを開設
してきました。
　その一方で、地域の行政とも連携して、関係の地域に学
生をコミットさせて、そこで学びをしてもらおうということで、
インターンシップ科目を推進してきました。
　ここでつくば市の状況を少しお話しします。先ほども
出てきました地図ですが、つくば市は、ここに常磐線、
それから、秋葉原から出ているつくばエクスプレス線が
走っています。つくばエクスプレス線が通るより前から
開発が進んでいるつくばセンターエリア（ピンクの地
域）は、大学関係者あるいは研究機関の関係者で元から
外国人住民が多かった地域です。そういったところでは、
80 年代、90 年代から学校の PTA などが組織をしまして、
日本語指導が必要な子どもたちに日本語を教えるような
ボランティア団体が各小学校・中学校で発足し、現在ま
で活動を続けています。
　その一方で、一つ秋葉原寄りの駅の研究学園駅を有す
る、研究学園エリアと呼ばれる地域は、近年開発が進み、
首都圏に通勤が可能になった子育て世代がたくさん移り
住んできています。そして、ここに外国人住民が近年増
えているということです。
　このようなつくばセンターエリアと、近年開発が進ん
でいる研究学園エリアにおいては、1 校当たりの日本語

日本語指導が必要な児童生徒への教育

▶ 「特別の教育課程」制度の導入（平成 年）
・取り出し指導

児童生徒が日本語で学校生活を営み、学習に取り組めるようになるため
・日本語指導担当教員

教員免許を有する者
（ ＋ 日本語教師・ボランティアなど教員免許を持たない指導補助者）

▶ 日本語指導を担当する教員の安定的な確保（平成 年）
・日本語能力に課題のある児童生徒への指導のための基礎定数

→ 日本語指導の必要な児童生徒 人に 人

『外国人児童生徒受入れの手引き』 年 月改訂版より 浜松市立浜名小学校ブログより 「取り出し」授業の様子

日本語指導が必要な児童生徒への教育

文部科学省『日本語指導が必要な児童生徒の受け入れ状況等に関する調査』平成 年度

図 公立小・中学校に日本語指導が必要な児童生徒が在籍する学校数

日本語指導が必要な児童生徒 人

日本語指導担当の加配教員が
配置されている小中学校

日本語指導の必要な児童生徒が
在籍している学校数

校

約 校

▶ 体系的・計画的な日本語指導を行うことのできる専門的知見を持った人材

▶ 日本語教育の基礎的なスキルと多文化共生マインドを持った学校教員の育成

▶ 地域で教育を支えることのできる市民の育成

自治体と大学との連携

教職課程との連携
「日本語学習支援者養成」修了証プログラム

新カリキュラムの導入

日本語・日本文化学類
多文化共生・日本語教育 科目群

「日本語教育文法論」
「第二言語習得論」
「外国人児童生徒教育論」
「異文化間心理学」
「海外の日本語教育と日本学」
「多文化の中の日本」
「 と言語教育」

など

筑波大学の取り組み
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指導が必要な児童生徒の数が多いので、このように加配
教員が配置されています。加配教員は、既存のボラン
ティア団体と連携して日本語教室を運営したり、あるい
は、加配教員だけでその学校の日本語指導を行ったりし
ています。
　しかし、近年は、農村地帯である周辺部にも、隣の常
総市や土浦市から外国人住民が少しずつ移り住んでいて、
この地域の小学校でも、2 人、3 人というように年々外
国籍の児童が増えています。しかし、こういった学校に
は、加配教員も旧来からのボランティア団体もいません。
近年、こういったところにはつくば市の教育委員会が日
本語指導ボランティアコーディネーターという職位を一
つ立て、地域のボランティア団体の方々にご協力をいた
だいて、本来活動していなかったところにも派遣してそ
の小学校・中学校の教育を支援するといった、市全体で
の取り組みに広がりつつあります。筑波大学は、イン
ターンシップの科目として、このボランティアのメン
バーに加えていただくことによって、人員が不足してい
る地域へのボランティア派遣に学生が加わって、一緒に
活動してもらっています。
　しかし、学生たちの交通の便ということを考えますと、自
動車を持っている学生があまりおらず、周辺部へは公共交
通機関か自転車での移動になります。そうすると、どうしても
つくばセンター近辺の、もともと支援が割と手厚い地域での
参加になってしまい、依然、人員がいなくて支援の手が行
き届いていない周辺部での活動がなかなかできずにいたとこ
ろです。
　そこで、昨年度より、茨城県の教育委員会と協力しま
して、県単位での支援の試みを始めています。県の教育
委員会のグローバル・サポート事業の一環で大学が研究
委託を受けて、オンラインでの日本語指導を行うプログ
ラムを始めました。昨年度から始め、今年度が 2 年目
になります。現在、主に県西地域と県南地域の 2 地域
において中学校 6 校に協力をいただき、そこに在籍す
る日本語指導が必要な生徒 16 名がこのプロジェクトに
参加しています。
　教室の片隅にパソコンとヘッドセットを用意しても
らって、中学校の時間割の中で取り出し支援をオンライ
ンで受けるというものです。このように Zoom を使っ
て、大学生が日本語で会話しながら日本語の学習を進め
るということをしています。
　このプロジェクトを行うに当たり、筑波大学では日本
語サポーターという制度を開始しました。具体的には、

「外国人児童生徒支援研究」という 1 単位の授業科目を

まず立てて、これを履修することで日本語サポーターと
して養成します。そこからさらに実際に活動したいとい
う学生は、「外国人児童生徒支援実習」という 3 単位の
授業を履修することで、実際に日本語サポーターの実践
活動を行うということになります。
　さらに、今年度の新しい取り組みなのですが、この活
動を 1 年間行ってきた学生が次の段階にステップアッ
プするのに、今度はこのプロジェクト全体の活動に関
わって運営に携わる「プロジェクト研究」「プロジェク
ト実習」として、学生たちが、いわゆる PBL、Project 
Based あるいは Problem Based の教育のサイクルを構
築しています。
　どのような様子かを見ていただければと思いまして、
今日はビデオを用意しました。少しご覧いただければと
思います。
　このようなかたちで、学校側では先生が立ち会ってく
ださり、Zoom を通じて大学生が会話をしながら、一緒
に教材を共有して支援を行っています。
　今見ていただいたのが支援直後の昨年度 10 月の映像
だったのですが、さらに、同じ生徒の半年後の様子をご
覧ください。
　というようなことで、こういったパワーポイントなど
も教材で使いながら、会話の中で、お互いの人間関係を
構築しながら、長期にわたって日本語を学び・教えると
いう活動を行っています。
　最後に、今回の地域ネットワークという点についてで
す。今回のプロジェクトは、基本的には日本語指導が必
要な児童生徒と大学生がオンラインでつながって日本語
指導をするということなのですが、大学生と外国人児童
生徒の間だけではなくて、学校、家庭、大学、それぞれ
が連携を深めるための体制を構築しています。
　今回の支援を行うに当たって、私たちは、まず県の教育
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委員会との打ち合わせを行っています。その後、学校を訪
問して、まずこの支援事業全体の説明をし、そこで合意を
いただけたら、今度は市町の教育委員会を訪問しまして、ま
たあらためて事業の説明をします。そこまでの手続きが済ん
だら、今度は保護者と生徒さんに学校に来てもらってこの事
業の説明会をし、さらには大学生もそこに一緒に来てもらっ
て、生徒・保護者への聞き取り、あるいは、子どもとの交
流会、レベルを判定するためのアセスメントなどを行ってい
ます。そういったことを踏まえてようやく支援開始となるわけ
ですが、その 間も中 学 校を訪 問して DLA（Dialogic 
Language Assessment）の結果報告を行ったり、年度末
には複数の中学校合同で報告会を行ったりしています。
　このように、私たちが支援に関わることによって、県
の教育委員会、市町の教育委員会、そして学校との連携、
あるいは保護者・家庭と学校との連携強化といったよう
に、地域連携そのものを強化するような教育デザイン、
研究デザイン、そして支援のデザインにしていくことが
できればと考えています。
　それから、「質の高い教育をみんなに」という SDGs
の目標 4 ですが、ターゲット 4.7 にこのようにありま

す。4.7 が示しているように、重要なのは教育機会の公
平さだけでなく、誰もが持続可能な開発に対して貢献で
きる十分な知識と理解を得ることにあります。今回のコ
ロナ禍でオンラインによる社会活動が促進され、居場所
に束縛されない学び方・働き方が可能になってきていま
す。この外国人児童生徒の教育課題においても、それは
教育の地域間格差を是正することにつながりますが、同
時に、オンラインであってもそれぞれの地域における帰

▶ 日本語サポーターの養成

▶ 日本語サポーターの実践活動

▶筑西市立下館南中学校

▶阿見町立朝日中学校

名

名

▶筑西市立協和中学校
▶筑西市立関城中学校

名
名

▶阿見町立竹来中学校 名

▶稲敷市立江戸崎中学校 名

研究校（中学校）
中学校 校 生徒 名
中学校 校 生徒 名

筑波大学
日本語サポーター 名
日本語サポーター 名

▶ グローバル・サポート事業（筑波大学研究委託）
「オンライン学習による日本語初期指導カリキュラム開発・検証に関する研究」

自治体と大学との連携

外国人児童生徒支援研究（ 単位）

外国人児童生徒支援実習（ 単位）

外国人児童生徒支援
プロジェクト研究（ 単位）
プロジェクト実習（ 単位）

茨城県との取り組み

支援時の録画については、事前に生徒・保護者に説明の上、同意書に署名をいただいてから実施しています。また、生徒の
人権及び個人情報等の保護に関して、筑波大学人社会系倫理審査委員会の審査・承認（ 年 月）を経て、十分に留意した
上で研究を行っております。本日の公開にあたり映像・音声を一部処理しております。

▶支援は「取り出し型指導」（在籍学級を抜けて別室での指導）です。
▶ 支援には を使っています。学校側では教員が立ち会います。

▶支援開始 半年後（ 年 月）

茨城新聞 年 月 日

楽しかった！できるようになったことが増えた。

テストの意味がわかるようになって、
点数も取れた。うれしい。

日本語で先生や友だちと話せるようになりました。

この事業に取り組んだ一番の成果は、生徒たちの
笑顔が増えたこと。コミュニケーションが図れる
ことの重要性を再認識。

支援をしたくても手が回らないのが現状。
支援を受けている生徒の目の輝きは、通常の授業
ではあまり見ることができません。

生徒たちの声

学校の声

自治体と大学との連携

児童生徒をとりまく「学校・家庭・地域（大学など）」の連携

地域のネットワークを強化するデザイン

支援時の録画については、事前に生徒・保護者に説明の上、同意書に署名をいただいてから実施しています。また、生徒の
人権及び個人情報等の保護に関して、筑波大学人社会系倫理審査委員会の審査・承認（ 年 月）を経て、十分に留意した
上で研究を行っております。本日の公開にあたり映像・音声を一部処理しております。

▶支援は「取り出し型指導」（在籍学級を抜けて別室での指導）です。
▶ 支援には を使っています。学校側では教員が立ち会います。

▶支援開始 直後（ 年 月）
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属意識を育めるような、あるいは、子どもたちやその支
援に参与している皆が自己肯定感を得られるソーシャル
ネットワークであることが重要であり、そのことがゆく
ゆくは外国人住民を地域社会全体で受け入れていくため
のグローバルシチズンシップの涵養になっていくと考え
ています。
　すみません、少し時間オーバーいたしましたが、以上
で私の発表を終わります。

臼山　澤田先生、ありがとうございました。それでは、
最後の報告者になります山川先生にバトンタッチしたい
と思います。よろしくお願いします。
山川和彦（麗澤大学大学院 言語教育研究科 教授）　山
川です。本日は、私が今までいろいろと調べていた北海
道ニセコ町と沖縄県石垣市の多言語事象、あるいは多文
化事象というものを、SDGs の視点で見るとどのように
整理できるかということでお話ししていきたいと思いま
す。よろしくお願いします。
　SDGs は、政策的には、先ほど森部長からも話があっ
たような「未来都市計画」や「まち・ひと・しごと創生
総合戦略」のような施策と絡んでいきます。さらに、今
回はそれに自治基本条例というものを関係付けて、地方
自治体での多文化共生がどのように整理できるか見てい
きたいと思います。
　地方創生 SDGs というのは、内閣府の地方創生 SDGs
サイトに次のように書いてあります。「SDGs を原動力
とした地方創生を推進する」。これは、いろいろと実施
していることを SDGs と絡めていくとどうなるか、あ
るいは、臼山先生の一番はじめの報告にあったような、
SDGs という一つの価値観を持って多文化というものを
見るとどうなるかというような観点かと思います。
　つくば市の話でもありました SDGs 未来都市に、北
海道のニセコ町が 2018 年に選定されました。石垣市は、
2 年遅れて 2020 年に選定されています。内容的には、
環境問題のことがかなり強く出ていますが、その中では、
経済・社会・環境の三側面というところがポイントに
なってくるので、特に文化、多言語・多文化の問題は、
社会の問題とリンクしてきます。
　まず、ニセコ町は、単なる観光だけではなく、環境に
かなり舵を切った政策を行っています。参考資料として
人口を示しますが、今年の 4 月現在で約 5,000 人、う
ち外国人は 285 人です。それから、外国人宿泊客の延
べ数は 2019 年度で 217,195 人でした。このような、
生活者あるいは旅行者としての外国人が多い地域の中で、

支援開始

① 県教育委員会との打ち合わせ

② 中学校訪問：支援事業のご説明

③ 市町教育委員会訪問：支援事業の説明会
→ 研究協力の覚書

クラス分け・時間割調整・ 接続テスト

④ 中学校訪問：
・生徒・保護者への説明会→同意書
・聞き取り、交流会
・日本語のアセスメント（ ）

⑤ 中学校訪問
・ の結果報告と支援計画の共有

⑥ 年度末 中学校合同報告会
・ 年間の支援結果の報告と課題の共有

地域のネットワークを強化するデザイン

地域のネットワークを強化するデザイン

▶地域支援と人材育成が循環する仕組み（持続可能性）
▶地域連携を強化する教育デザイン・研究デザイン・支援デザイン

ターゲット
年までに、持続可能な開発と持続可能なライフスタイル、人権、ジェンダー平等、

平和と非暴力の文化、グローバル市民および文化的多様性と文化が持続可能な開発にもた
らす貢献の理解などの教育を通じて、すべての学習者が持続可能な開発を推進するための
知識とスキルを習得できるようにする。

文 献

• 長田友紀・松崎寛・澤田浩子・入山美保・吉田武男（ ）大学における教職課
程と日本語教育学との連携に関する考察―筑波大学「日本語学習支援者養成修了証
プログラム」の成立経緯とその課題―、『筑波大学教育学系論集』第 巻第 号、

• 川口直巳（ ）文化の違う学校間交流からの学び―愛知教育大学とブラジル人
学校との交流から―、『愛知教育大学研究報告人文・社会科学編』 、

• 北村祐人・衣川隆生（ ）とよた日本語学習支援システム構築の成果と課題―
産学官民協働による試み、『名古屋大学留学生センター紀要』 号、

• 小池亜子・古川敦子（ ）外国人児童生徒等の日本語指導に関するボトムアッ
プ型教員研修―群馬県伊勢崎市の教員研修を事例として―、『日本語教育』
号、

• 小島祥美（ ）『外国人の就学と不就学―社会で「見えない」子どもたち』大
阪大学出版

• 澤田浩子・松崎寛・入山美保（ ）つくば市の外国人児童生徒日本語教育の課
題と地域社会との教育連携、『筑波大学グローバルコミュニケーション教育セン
ター日本語教育論集』 号、
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SDGs未来都市と自治基本条例に見る
言語事象―ニセコ町と石垣市を事例として

山川和彦（麗澤大学）
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多文化共生がどのようになされているのでしょうか。
　まず、ニセコ町の SDGs 未来都市計画には、「ニセコ
町は 2001 年、全国で初めて「住民参加」と「情報共
有」を町のあらゆる仕事を進める上での基本ルールとし
た「まちづくり基本条例」を制定した。これに基づき、
町民一人ひとりが自ら考え、行動する「真の住民自治」
を目指すまちづくりを現在も続けている。ニセコ町では、
持続可能性とは、経済の自律、自然環境の継承のみなら
ず、地域住民の自治意識が欠かせないものであると考え
ている。」（201910 改訂　P.3）と書かれています。ち
なみに、ニセコ町に関しては、施策、政策、その他、ほ
とんどがホームページにアップされています。そもそも
情報を共有するというのが町の考え方なので、極論を言
うと、役場にヒアリングに行く必要がないくらいに情報
がホームページにアップされています。
　この中で、「持続可能性とは、経済の自律、自然環境
の継承のみならず、地域住民の自治意識が欠かせない」
とあります。実はここが非常にキーになってきます。さ
らに、「国際化を前向きに捉え、相互扶助の考え方のも
とに、新しい感性や多様な文化も取り入れながら、住民
自治意識の高い地域を目指す」ということがうたわれて
います。
　SDGs 未来都市計画よりも少し前に作られていて、か
つ、この SDGs の政策とも関係してくるところで、ニ
セコ町自治創生総合戦略というものが出ています。2016
年 3 月に公表され、その後、第 2 期の戦略が出てきま

す。まず 2016 年の第 1 期の戦略の中の基本目標 3 に
「ニセコ町への誇りや愛着を持つ人材の育成」とうたわ
れていて、その中に、ニセコ高校の教育内容の拡充や国
際交流の場づくりなどが書かれています。
　特に注目しておきたいのは、高校教育の部分です。実
は、ニセコ高校は町立の高校で、教員は北海道教育委員
会と絡むものですが、町の意向がかなり反映されていま
す。その中では、例えば、海外生活者の講話を設けると
か、町の中でのインターンシップを実施するとか、ニセ
コにあるヒルトンホテルを所有する YTL グループの所
在地マレーシアに修学旅行に行っています。それから、
国際交流として、インターナショナルスクールを町が誘
致して開校させる等の取り組みも行っています。
　2020 年 3 月に発表された第 2 期の戦略の中では、
マッチングという話が出てきます。いわゆる地域産業を
支える人材の育成ということに関して、後志総合振興局
が実施している人材のマッチングを使っているのですが、
このマッチングの中には、外国人も当然入ってきます。
特に冬場のスキー関連産業に従事している人に夏にも働
いていただくというようなかたちのマッチングを行って
います。さらに、戦略的な定住促進ということで、日本
人ならびに外国人の定住を図ろうとする取り組みが強化
されています。
　次に国際交流員です。これは 2011 年から今まで 16
名、現在は 5 人いるそうですが、この 5 人というのが
非常に重要です。隣町あたりでは 1 人とか、場合に

1.はじめに

発表者はこれまでに北海道ニセコ観光圏、沖縄県石垣市の多言語事象に関
する調査を行ってきた。その過程で得られた知見を、このパネル発表の枠
組みで再整理してみると、この2地点では多言語事象がSDGs未来都市計画、
まち・ひと・しごと創生総合戦略と関連付けられていることが確認できる。
今回の発表では、さらに自治基本条例をめぐる議論を含め、地域における
多文化共生のありかたを考える。

2

2.北海道ニセコ町
外国人スキーヤーの増加などで知られるニセコ観光圏を形成しているニセコ町は、観光と
農業を主たる産業としているが、その前提として環境を生かした「サスティナブルタウン
ニセコ」の構築を目指している。
人口 2021年4月 総人口 4,933人 うち外国人285人（5.8％）

2020年1月 総人口 5,419人 うち外国人660人（12.8％）

外国人宿泊客延べ数 2019年度 217,195 （中国、香港、オーストラリア…）

生生活活者者、、旅旅行行者者ととししててのの外外国国人人ががいいるる中中でで、、多多文文化化共共生生ははどどののよよううにに形形成成さされれてていいるるののかか。

4

地方創生SDGｓ (内閣府地方創生SDGsサイトより）
「持続可能なまちづくりや地域活性化に向けた取組の推進に当たり、SDGsの理念
を取り込むことで、政策の全体最適化、地域課題解決の加速化という相乗効果が
期待できるため、SDGsを原動力とした地方創生（地方創生SDGｓ）を推進」する。

SDGs未来都市
「SDGsの理念に沿った基本的・総合的取組を推進しようとする都市・地域の中か
ら、特に、経済・社会・環境の三側面における新しい価値創出を通して持続可能
な開発を実現するポテンシャルが高い都市・地域」
北海道ニセコ町：2018年度SDGs未来都市・自治体モデル事業＊

＊先駆的事業に対して国が認定。29都市のうち10事業が選出された。
沖縄県石垣市： 2020年度SDGs未来都市・自治体モデル事業＊

＊33都市のうち10事業が選出された。

3

北海道ニセコ町 SDGs 未来都市計画 （抜粋）

5

• ニセコ町は 2001 年、全国で初めて「住民参加」と「情報共有」を町のあらゆる仕事を
進める上での基本ルールとした「まちづくり基本条例」を制定した。これに基づき、町
民一人ひとりが自ら考え、行動する「真の住民自治」を目指すまちづくりを現在も続け
ている。ニセコ町では、持続可能性とは、経済の自律、自然環境の継承のみならず、地
域住民の自治意識が欠かせないものであると考えている。（201910改訂 P.3）

• 外国人住民が増えつつあるニセコ町において、国際化を前向きに捉え、有島武郎の遺訓
「相互扶助」の元に、新しい感性や多様な文化も取り入れながら、社会の豊かさや生活
の質の向上を図り、住民自治意識の高い地域を目指す。（同 P.5)

＊下線は発表者付与
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よってはいない時期があるのに対して、ニセコ町の場合
には常時交流員がいて、現在も、中国、ドイツ、マレー
シア、それからアメリカは 2 人が勤務しています。業
務の内容的には、日本人への外国理解ということもある
のですが、定住している外国人への日本語教育を行うと
か、ラジオ番組に出演して外国語で放送するとか、「絵
本ワールド」といって、いろいろな言語での絵本の読み
聞かせなども行っています。
　それから、ニセコ町の大きな特徴の一つは、多文化に
共感する生活者が多い、あるいはそういう支援体制がで
きているということです。地域おこし協力隊が、現在、
25 名いらっしゃいます。これだけの人数がいて、JICA
などで海外で生活していた方が多くいらっしゃいます。
こういう方々が地域の学校へ行って、多言語・多文化の
お話をしています。それから、先ほど絵本の読み聞かせ
がありましたが、このように多言語の絵本をそろえたラ
イブラリーを自宅に作って、絵本の読み聞かせをしてい
るような方や、町内のラジオ放送で外国語による放送を
している方もいらっしゃいます。つい先日も収録にネッ
トで立ち会わせていただいたのですが、そのときは日本
語と中国語での放送番組の収録をしていました。ちなみ
に、「ラジオニセコ」で検索すると、すぐにインター
ネットで放送が聴けます。
　このような活動の根底にあるのが「まちづくり基本条
例」です。その中の町民の規定のところで、国籍、民族、
年齢、性別等の話が出てくるのですが、直接ここには外

国人という言葉はありませんが、この内容の解釈に関し
ては、外国籍の町民も全て同じ権利を有するということ
をはじめから言っています。これが、次に挙げる石垣市
と少し違ってくるところです。このように、まちづくり
基本条例に基づいていろいろな施策が行われており、こ
れが多文化の理解につながっていくという構造が、ニセ
コ町の場合には見受けられると思います。
　ニセコ町のまとめです。相互扶助の精神、国際交流員
などについて挙げていますが、ニセコ町では「外国人」
という意識ではなく同じ「住民」という意識が共有され
ており、さらにそういう中でグローバル教育が行われて
いるということが、地域の多文化共生に役立っているの
ではないかと思います。
　次に石垣市の場合です。2020 年に SDGs 未来都市に
選出されたということで、今回の考察でニセコと石垣を
一緒に取り上げたわけですが、まず人口を見ておきます。
2020 年 1 月　総人口 49,144 人、うち外国人 679 人

（1.4％）です。ニセコの状況とは少し違いまして、現時
点での外国人は、特に農業、漁業、建築関係の技能実習
生が多くなっております。外国人人口は実は多くないの
ですが、特徴的なところは、特に本土からの日本人移住
者の増減がある、ブームになったり、逆にいなくなった
りするということです。
　もう一つは、消滅の危機にある言語・方言に八重山
語・方言が入っていて、国内ではあるけれども多文化・
多言語の状態にあることです。また、石垣市には台湾出

ニセコ町自治創生総合戦略（2016年3月）
＊まち・ひと・しごと創生法（平成26年法律第136号）第10条第1項の規定に基づく市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略

6

インターナショナルスクールを
2012年に誘致・開校

英語教育：小中高が連携した英語
教育推進プラン。

海外生活経験者による講話 多様
性を受け入れる教育
町内ホテルでのインターンシップ、
親会社のあるマレーシアへの修学
旅行など

基本目標３：ニセコ町への誇りや愛着を持つ人材の育成 の一例

国際交流員の積極的採用と活動の多様性

8

2011年度より今までに16名。

現在、中国、ドイツ、マレーシア、
アメリカ出身の5人の国際交流員が
勤務している。

外国人のための日本語教室、ラジ
オ番組への出演

絵本ワールド（いろいろな言語の
読み聞かせ）

第2期ニセコ町自治創生総合戦略（2020年3月）

7

基本目標Ⅱ： 交流人口、関係人口の拡大
と居住環境の整備

基本目標Ⅰ： 地域資源を 生かした産業の育
成と多様な働き方を実現できる環境づくり

雇用マッチングには外国人も

多文化に共感す
る生活者・支援
体制の存在

地域おこし協力隊
（25人）

絵本作家ほか

国際交流員のラジオ
ニセコ出演（インターネッ
ト放送あり）

9

ニセコ町移住者モデル より
https://www.town.niseko.lg.jp/
iju/role_model/case2/
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身の方々が一定数生活をしています。日本に帰化してい
ますので台湾出身者という扱いはしませんが、一般の生
活の中で、例えば台湾のラジオ放送も入ってくるとか、
台湾の文化を保持するための活動もありますので、そう
いう意味で、石垣の場合には多言語・多文化の重層性が
見受けられると思います。
　石垣にもやはり未来都市の計画がありますが、地域の
社会状況の認識としては、思考様式や行動背景が異なる
移住者の問題、多層化する市民ということが書かれてい
ます。政策的には、八重山方言やミンサー織などの文化
保全が意識されています。あるいは、技能実習生など在
留外国人と地域住民との意見交換会などといった言葉が、
石垣市 SDGs 未来都市計画の中に出てきています。
　次に、この未来都市計画と同時に、第二期石垣市地域
創生総合戦略が 2021 年に打ち出されており、ここでも
やはり、コミュニティの維持や伝統文化の継承が非常に
難しいという認識があります。そういう中で、多様な人
材の受け入れ、あるいは育成、この島で暮らしたいと実
感できるまちづくりが目標の一つに掲げられています。
このようなポイントは、ほかの地方自治体においても同
様なのかもしれません。
　石垣市にも自治基本条例がありますが、先ほどのニセ
コ町とは違う点を指摘したいと思います。実は、2019
年に一度、この基本条例を廃止しようというようなこと
が審議されました。ただ、現実的には、そのときは廃止
されないで、その後、この条例に関する見直しの審議会

が設置され、今年の 3 月 18 日にその審議会の答申結果
が市長に渡され、一般に公になりました。
　その中で出されたポイントがここです。第 2 条の市
民の定義のところで、「市内に住み、又は市内で働き、
学び、若しくは活動する人」というのがもとの条文なの
ですが、3 月に出された提言では、「日本国籍を有し本市
の住民基本台帳に登録されている者」となっています。
つまり、ここで外国人を排除するという考え方が提案さ
れているわけです。
　審議に関しては、石垣市のホームページに全て経緯が
説明された文書が載っていますので、必要であれば見て
いただければと思います。
　背景には、テレワークや、実際には住民票を置かない
でここで活動する人など、市民の活動の仕方がいろいろ
と変わっている中で、どのようにしていくか、どうすれ
ば一番すっきりするのかということがありまして、その
ときに「日本国籍を有する」という文言が出てきたよう
です。
　自治基本条例の中には、文化の継承、発展及び創造と
いう章があります。このようなことは民間主導でも行わ
れており、その事例として、ホテルで、島の方言「スマ
ムニ」を使って出迎えるというようなことがなされてい
ます。それから、高校生たちが郷土芸能を保全し伝えて
いくというような試みも、随分昔から行われています。
　まとめますと、石垣市の場合、生活者の多様化が意識
されてきている、地域の伝統文化が継承されている一方

ニセコ町まちづくり基本条例
第10条 わたしたち町民は、まちづくりの主体であり、まちづくりに参加
する権利を有する。
わたしたち町民は、それぞれの町民が、国籍、民族、年齢、性別、心身の
状況、社会的または経済的環境等の違いによりまちづくりに固有の関心、
期待等を有していることに配慮し、まちづくりへの参加についてお互いが
平等であることを認識しなければならない。

「ニセコ町づくり基本条例の手引き」（P.8）
「外国籍の町民も、もちろん前項に規定する街づくりへの参加権を有して
いる。」
外国籍住民の参加に関連して、条例の規定には言語に関する規定はないが、言語を障壁

にしないという考え方が感じられる

（役場ホームページはWOVN.ioによる多言語化、役場には国際交流員が常駐）
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3.沖縄県石垣市
「自然と文化で創る未来 ～守り・繋ぎ・活きる島石垣～」という全体テーマで2020年度
SDGs未来都市に選出されている。観光と農業を中心とする自治体という点ではニセコ町と
同様であるが、国際観光は宿泊を伴わないクルーズ船が中心であった。外国人の中には漁
業や農業、建設に従事する技能実習生が多い。
人口 2021年4月 総人口 48,915人 うち外国人637人（1.3％）

2020年1月 総人口 49,144人 うち外国人679人（1.4％）

外国人生活者は必ずしも多くないが、移住者の増減が繰り返されている。「消滅の危機に
ある言語・方言」に八重山語（方言）が指定されている。また、石垣市には台湾出身者も
生活し、台湾のラジオ放送も入る。このような言語文化の重層性がある中で、多言語多文
化の共生はどのように形成されているのか。

12

ニセコ町のまとめ

・住民意識の高い町つくり（相互扶助社会）
・国際交流員の存在 →住民交流、外国籍住民への支援も
・外国人旅行者に卓越する環境を多言語多文化教育に
・様々な経験を有する地域おこし協力隊・地域住民による多様性理解への
教育

ニセコ町では「外国人」という意識ではなく同じ「住民」という意識が共
有されているといえる。加えてグローバル教育への寄与も大きい。

11

石垣市 SDGs 未来都市計画 （2020.3）
自然と文化で創る未来～守り・繋ぎ・活きる島・石垣～

社会状況の認識
（日本人）移住者増加による「思考様式や行動背景の相違しる人々が島内
に共生」、「多層化する市民」

次世代育成支援事業
「八重山地方の伝統文化保全を目的として八重山方言・ミンサー織などに
関連するプログラム（=文化保全教育プログラム）」の作成

在留外国人と地域住民との意見交換会

13
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で、ウチナーヤマトグチといわれるような言語変容がこ
れから心配されるのではないかと思います。もともと島
として移住者が多く、「合衆国」という言い方をするこ
ともある中で、そういう地域社会を支える市民とそれぞ
れの文化をどのように考えていったらいいかというよう
なことがあります。
　石垣市の観光に関しては別途石垣市観光基本計画が策
定なされていて、その中では観光人材育成が示されてい
ます。これに関しては、以前、学会等でも報告しており
ますので、ここでは割愛します。
　「おわりに」ということで、このように比較考察して
見ますと、同じ SDGs 未来都市の指定を受けた市と町
ですが、かなり内容的に差があります。ニセコ町のほう
は、もちろん外国人が多いことから英語ということに
なってくるのでしょうが、英語を前面に出すのではなく、
相互扶助という考え方に基づき、他者を理解するための
ツールが多様であるという問題意識の形成がまず先に出

第2期石垣市地域創生総合戦略（2021.3）

社会状況の認識
人口減少による島内格差、地域コミュニティ（島の共同体社会）の維
持、伝統文化等の継承が困難

基本目標1：新たな産業や稼ぐ産業をつくるとともに、「安心して働ける」まち
・多様な人材の受入・育成、若者への投資

基本目標2：豊かな自然や文化を守り、「ここで暮らしたいと実感できる」まち
・文化・芸能の振興
・移住・定住促進

14

第１１章文化の継承、発展及び創造
（文化の継承、発展及び創造）

第35条市民及び市は、市民共有の財産である郷土の歴史を尊重し、その中
で培われた伝統文化の保存、継承、発展及び創造に努めるものとする。
２市は、伝統文化の継承及び発展を担う人材の育成の重要性にかんがみ、
伝統文化の継承者等の養成に配慮し、担い手の育成に努めるものとする。
３市は、伝統的な文化をはじめとする多様な文化の継承、発展及び創造を
図るため、市民一人ひとりが、身近に郷土の歴史、伝統文化に触れ、親し
むことができる機会の拡充を図り、文化活動の推進に関わる環境の整備に
努めるものとする。
４市は、文化財を適切に指定し、その保存と活用を図るものとする。

17

石垣市自治基本条例
自治基本法の廃止が審議された（2019年）経緯から、条文の見直しの審議
をする「石垣市自治基本条例審議会」が設置され、2021年3月18日に答申
がなされた。その論点の一つが市民に関する定義である。

第２条この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定
めるところによる。
(1) 市民市内に住み、又は市内で働き、学び、若しくは活動する人をいう。
→ 「日本国籍を有し本市の住民基本台帳に登録されている者」（提言）

15

アートホテル石垣島 スタッフブログ
https://www.art-ishigakijima.com/staffblog/detail.php?id=59&c=7

18

民間主導の活動事例

令和3年3月18日 石垣市自治基本条例の見直しについて（答申）
https://www.city.ishigaki.okinawa.jp/material/files/group/9/teiseitousin.pdf
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てきていると思いました。
　2 番目の石垣市の場合には、多文化の中に消滅の危機
に瀕する少数言語が含まれる、つまり外国語だけではな
いという視点があります。それから、これから流入して
くるであろう人たちが持ち込む文化や言語による変容を
どのように考えるか。これは、常に古いものを保持する
ということだけではなくて、どのようにそういうものと
共存していくかというような政策が必要になってくるか
と思います。
　最後に余談を一言だけ言っておきたかったのですが、
ニセコにある「あそぶっく」という図書館は、私が旅行
者として行ったときに本を貸してくれました。何の身分
証明書も出さないで貸してくれます。そういうところに、
人をまず信頼する相互扶助という考え方が表れています。
　もう一つ、ニセコ町の隣町にある小学校でヒアリング
をしたときに、いろいろな背景の人がいてという話を聞
いていたら、校長先生から、いろいろな背景の人がいる
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のが普通であって、何か問題があるでしょうかと言われ
て、問題化しているのは実はわれわれ研究者なのではな
いかと考えたことがありました。このようなことも、最
後に一言入れておきたくてお話ししました。
　参考文献です。キーワードになっているものとして、
ニセコの取り組みがありました。
　以上です。時間がぎりぎりになってすみません。
臼山　ありがとうございました。森先生、澤田先生、山
川先生、ご報告ありがとうございます。時間が押してお
りまして、既に所定の時間がきてしまいましたが、一つ
二つ先生方にご質問をしながら、ご意見をお伺いしたい
と思います。
　森先生のご報告では、つくば市は例外的に人口が増え
て、若者も増えているという状況はあるのですが、日本全
体の社会情勢としては人口減少に歯止めが掛からないとい
うことがあると思います。また、そういう人口減少の中で、
多くの組織・機関において、人とお金を十分に投入するこ

とができなくなってきています。大学でもそうです。
　それで、外国人に対する多言語対応という観点から、
先ほど NICT（情報通信研究機構）の自動翻訳の話が出
ました。今後、マンパワーを補うという意味で、自動音
声通訳・翻訳機の使用がいろいろなところで広がってい
くことが予想されています。そこで、実際の現場におい
ての自動音声通訳・翻訳機の可能性、あるいは限界、自
動音声通訳・翻訳機と人間の共存・すみ分けといったこ
とについて、現時点で感じていらっしゃることがござい
ましたら、意見を教えていただきたいと思います。
　それでは、順番にですが、森先生、いかがでしょうか。
森　ありがとうございます。時間がないということなの
で、短めにしたいと思いますが、自動翻訳ツールの活用
はしていかなければいけないと思います。多言語対応と
いう意味で、それぞれの言語の通訳の方を何人も抱える
か、あるいは広報紙をつくるときにいちいち発注するか
というと、限界がありますので、活用は必須なのだろう
と思います。
　そのときに、これはあくまでも自動翻訳ツールを使っ
たものであるということを市役所側も住民側も理解して
おいた上での、共通認識を持った上での使用ということ
かと思います。災害対応のときに使ったとしても、あく
までもこれは自動翻訳なのだという双方の認識に基づい
ていれば、そういう情報であるということで受け止めら
れると思いますので、そういった意味での使い方が大事
なのではないかと思います。
　現に消防でも、これは全国の消防本部にもうかなりの
割合で導入されておりますが、つくば市でも全消防車に
スマホを備え付けてありまして、NICT の VoiceTra とい
う翻訳サービスを使っています。消防隊員の方も個人の
スマホに VoiceTra を入れて活用していますが、それも
限界があるという認識の上で使うということです。
　もう一つ、翻訳する方のシェアリングという考え方も
大事です。これは市役所でも導入している、タブレット
を使って三者で通訳・会話するものですが、十数カ国語
対応のものが月額 2～3 万円です。ですから、一つの自
治体で通訳の方を抱えるというよりは、シェアリングし
ていくという考えも大事ではないかと思っております。
臼山　ありがとうございます。それでは、澤田先生、い
かがでしょうか。
澤田　私も、そういった翻訳ツールは、先ほどお話しし
た支援の中でもこれから使っていこうかと考えていまし
て、実際、教育の中でもそういったツールと人が行う教
育をうまくすみ分けるというか、組み合わせながら進め

石垣市のまとめ
生活者の多様化が意識される
地域の伝統文化の継承
ウチナーヤマトグチといわれるような言語変容？

もともと移住者が多く、「合衆国」という言い方をされることもある中で、
地域社会を支える市民とそれぞれの文化をどう考えるか。

＊提示した施策以外に石垣市観光基本計画（2011～2020年）があり、その
中で観光人材育成が示されている。また2018年には「石垣市文化観光振興
プラン」が作成されている。
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4.おわりに
ここで取り上げたニセコ町と石垣市では、それぞれに所与の条件が異なり、
SDGsといっても一様ではない。取り上げた事例は、すでに実施されている
活動が多く、それを鳥瞰図的に施策として整理すると、SDGsの文化・社会
の持続性と発展に関係してくるといえる。最後にこの多文化共生施策と言
語政策の観点に言及すると、
１）社会的な風潮として英語重視の傾向が否めないが、ニセコ町では英語

が前面に出されることはなく、相互扶助の考えに基づき、他者の理解が
先にあり、そのツールは多様であるという意識形成がある

２）石垣市の事例からは、多文化には、消滅の危機に瀕する少数言語が含
まれることを改めて意識しなければならない。（同時に転入転出による
人口移動により変容し続ける社会に言語政策はどう関与するのか。）
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ていく必要があるだろうと思っています。
　ただ、お話ししたとおり、子どもたちの「日本語で話
したい」「日本語で社会参加したい」といったような欲
求を引き起こすためには、どこかで人が介在するシステ
ムが必要なのだろうと思っています。
　それから、通訳・翻訳ということで言いますと、私た
ちのプロジェクトを動かすために、地域の国際交流協会
とか NPO に所属していらっしゃる、ウルドゥー語やパ
シュトー語のようなかなり少ない言語の話者の方に協力
していただいています。それは、単に言語上の媒体とい
うことだけではありません。日本語とその言語の通訳が
できる人材というのは地域でかなり限られていますので、
そういう方が呼ばれて派遣されるというと、その方は必
然的に、この地域でウルドゥー語話者が大体どこに住ん
でいて、どういう生活をしていて、どういう困りごとを
持っているかといったようなことを把握する、ハブのよ
うな役割を持っているのだろうと思います。
　ですから、通訳・翻訳と言ったときに、単に言語をト
ランスレートするだけではない、そういった情報集約機
能、あるいはネットワーク機能というものを併せて持っ
ているような場があると思いますので、そういったもの
も育てつつということになるのかなと思います。
臼山　ありがとうございます。それでは、山川先生、い
かがでしょうか。
山川　まず、自動翻訳機等に関しては、商業面において
は使えると思います。特に観光などの場合、接遇などの
時間は限られているし、良いと思います。ただ人間関係
がある程度できてきたようなときに、言葉に託された感
情が表現できないというところが問題で、いわゆる文字
面だけのやりとりになってしまうわけです。今回報告し
たようなローカルな地域だと、むしろ言葉にならないと
ころのほうが重要な気がしますので、そこをどうするか
ということだと思います。
臼山　ありがとうございました。これからいろいろな分
野で自動翻訳・通訳機が入っていくという中で、人間と
通訳・翻訳機のすみ分けといいますか、共存の仕方が生
まれていくのだろうということだと思います。情報伝達
に最低限必要なツールとして使うということもあるで
しょうし、迅速な情報伝達という意味で使う必要もある
と思います。ただし、今山川先生がおっしゃった人間対
人間ということで、相談事など心が介在する場合、心の
やりとりが非常に重要になってくるような場面では、や
はり人間の通訳・翻訳者が非常に重要になってくると確
信します。

　二つ目は、SDGs というテーマに戻りますが、SDGs の
達成という地球的視野からの問題意識というものを現場
の職員や関係者が持った場合に、地球規模課題への当事
者意識を持つことによって心的な変化や効果が既に生じ
ているのかどうか。または、これからそうした変化や効
果が生まれる可能性が実際にあるのかどうか。このあた
りを、今日先生方がご発表された、それぞれの現場の視
点から、ご発言いただければと思います。
　それでは、森先生、お願いします。
森　ありがとうございます。まず職員向けということで
は、今、職員向けに SDGs に関する研修を職層別に
行っておりまして、例えば、若手職員、入庁時だけでは
なく、課長級の職員も SDGs について定期的に学ぶよ
うな機会があります。そういった取り組みを通じまして、
例えば、これは市役所に関係あるのか、つくば市民のた
めになるのかといった観点だけではなくて、世界全体で、
つくば市としてどんなことに貢献できるかという発想で
物事が考えられる人が、身の回りにも出てきたのではな
いかということを実感として思っております。ですので、
研修やワークショップというのは地道な活動なのですが、
それを定期的に切らずに行っていくということが大事で
はないかと思っております。
　住民側にも、SDGs について、いろいろな機会を通じ
て周知していくことが大事だと思っているのですが、一
つわれわれとして大事にしているのが、単なるお知らせ
ではなくて、身の回りの地域の課題を自分事として捉え
てもらって、それを解決するために、たとえ小さいこと
だとしても何ができるかを考え、実際に自分で手を動か
してもらうという作業だと思っています。
　つくば市では今、SDGsTRY という事業を作って、住
民の方が 1 年間を通じて何回もワークショップなどで
ディスカッションしながら、身の回りの課題を解決する
ために何ができるか、そしてそれが地球規模に展開され
たときにどのような SDGs の目標の達成につながって
いくのかということを考える場、手を動かす場をつくっ
ていますが、こうしたものを、市役所発だけではなくて、
いろいろな団体、あるいは個人レベルでも少しずつ広げ
ていくことが大事だと思っているところです。
　やはり市役所主導ですと年間で数十人から 100 人ぐ
らいまでのインパクトしか引き起こせませんので、これ
を自立した活動につなげていくための次のステップが大
事だと考えております。
臼山　ありがとうございます。それでは、澤田先生、い
かがですか。
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澤田　SDGs という課題に対してですが、私自身も学生
たちも、元は日本語教育、日本語学習支援ということを
パイプに関わり始めたこの地域の課題なのですが、結局、
この課題というのは、経済的あるいは政治的な理由で国
際間の移動をしなければならなかった人たち、その家族、
その結果母語で教育を受けることができない子どもたち
という社会課題にひも付いています。
　昨年度から 1 年間この活動を続けて、日本語の支援
を行ってきた学生たちですが、引き続き今年も活動に参
加してくれている学生の中には、日本語支援を超えて、
彼らの教科学習をも含めた自律学習の支援、中・高、そ
してその後の彼らのキャリア形成を支援していく仕組み
づくり、あるいは、彼ら自身の母語を保持し、自分たち
の親族ともつながれる言語支援、あるいは、保護者や地
域を取り込んだ学校支援など、さまざまな方向で学生た
ち自身が課題を見つけて、ぜひこのプロジェクトにこう
いうことも盛り込みたい、来年度こういうこともしてみ
たいというような提案をしてくれるようになっています。
　私自身も期待していた以上に、学生たちのポテンシャ
ルと問題意識が高いと感じています。
　そういった教育プラットフォームというものを、日本
語教育、あるいは学校教育に関心のある学生だけではな
く、今後、医療・看護、スポーツ、数理工系、情報系な
どいろいろな学生が関わることによって、それぞれの分
野でこの課題に関わる社会課題の解決の方策を考えても
らえるような、大学全体でのプラットフォームに育てて
いきたいと考えています。
臼山　ありがとうございます。それでは、山川先生、い
かがでしょうか。
山川　私はそこまで深く自治体の職員の方々と関わって

きているわけではありません。もちろん何回も会ってい
ますが、当事者ではないので、どうしても研究者の視点
ですから何とも言えませんが、いろいろな現場の方々に
接していくと、SDGs という表現を使う人も使わない人
もいる中で、いろいろなことに関心を持ち、それ解決し
ていかなければいけないという認識は強まってきている
ように思います。それを「SDGs の枠組みだ」と言えば、
そういうような変化というのは明らかに起きていると思
います。
臼山　ありがとうございました。現場の課題を SDGs
という高い目標と関連付けるということで、問題意識と
課題解決に向けての視点がより深く理解でき、具体的に
対応できる力が付いていくというようなことかもしれま
せん。
　いずれにしても、SDGs への問題意識が高まれば高ま
るほど、恐らく、世界への視点、地域社会への視点、多
文化共生の視点など、さまざまな視点の広がりが実感と
して出てくるのではないかと推測しています。
　大変残念なのですが、16 時 45 分に終わらなければな
らないこのパネルが既に 15 分過ぎております。そうい
うこともございまして、聴衆の方には誠に申し訳ないと
思いますが、ちょうど 17 時になりますので、このパネ
ル 1 の発表報告を終わりたいと思います。森先生、澤
田先生、山川先生、本当にご多忙の中、今日のご発表を
準備してくださいまして、誠にありがとうございました。
　以上をもちまして、このパネル 1 の発表をお開きと
させていただきます。今日ご参加くださいました JXLP
関係の先生方、そして一般参加の皆様大変ありがとうご
ざいました。

本パネル発表は、日本言語政策学会第 23 回研究大会として 2021 年 6 月 12 日（土）に神田外国語大学の協力の下、オンライン
で開催された。
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